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当組合の概要

◆名 称 金沢中央信用組合

◆所 在 地 石川県金沢市上近江町１５番地

◆設 立 大正１３年２月４日

◆出 資 金 ５億５千６百万円

◆組合員数 ３，５２６人

◆預 金 高 ２１７億円

◆貸 出 金 １０８億円

◆常勤役職員数 ２６名

◆店 舗 数 ３店舗

―経営理念―

地域の人々から必要とされ、信頼され

る協同組織金融機関として「相互扶

助」の精神のもと、中小零細事業者・

勤労者とともに栄える。
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ご あ い さ つ

皆さまには、日頃より格別のお引き立てを賜り、心より厚く御礼申し上げます。

本年も当組合の歩みと現状について、より一層ご理解を深めていただきたく、『DISCLOSURE

２０２５ 金沢中央信用組合 信頼へのあゆみ』を作成いたしました。

令和６年度の我が国経済は、３月に日銀は１７年ぶりにマイナス金利政策を解除し、政策金利の

引き上げへと舵を切り始めました。好調な企業決算に加え、賃金引上げによる消費拡大も見られ、

景気は緩やかに回復傾向を辿りました。

当地においても、能登半島地震、豪雨と度重なる自然災害による影響は見られたものの、北陸

新幹線敦賀延伸開業や旺盛なインバウンド需要により、回復に向け賑わいを取り戻しつつありま

す。

一方で、私ども信用組合のお取引先である中小事業者にとっては、原材料やエネルギー価格の

高騰、さらには人材確保に向けた人件費の上昇など、依然として厳しい経営環境が続いておりま

す。

こうした中、当組合は信用組合の基本理念である「相互扶助」の精神のもと、地域経済活動の

回復に向け、もっとも身近な金融機関として、組合員の方々とともに、課題解決に向けて、とも

に考え、ともに取り組んでまいる所存であります。

これからも、組合員の方々から「ちゅうしん」と愛称で呼ばれ『愛される・親しまれる・頼ら

れる』業域・地域のコミュニティ・バンクとして「フットワーク」と「フェイス・トゥ・フェイ

ス」をモットーに、組合員の皆さまとの「共通価値を創造」し、「ともに栄え」そして、「ともに

歩んでいく」ことを目指してまいります。

どうかこのディスクロージャー誌をご高覧いただき、今後とも一層のお引き立てを賜りますよ

うお願い申し上げます。

令和７年７月

理事長
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■ 経営の健全性確保

�１ 取引先の悩み・経営課題を共有し、公認会計士・税理士等、外部の人材活用等により問題解決の手

助けを行い、堅い信頼関係の構築と取引先の事業の再構築を側面的に支援することで貸出資産の健全

化を進めます。

�２ 小口多数取引に徹し、収益力の強化とリスク分散を進め、リスク管理の強化により資産の健全化を

進めます。

�３ リスク管理態勢の整備強化を図り、各種リスクを事前把握することにより、リスクの顕在化の防止・

抑制に努めます。

■ コンプライアンスの徹底

�１ 組合員からの信頼獲得のため誠実かつ公正な業務の遂行等により、顧客保護等管理態勢の構築・推

進に努めます。

�２ 定期的な内部研修をはじめ、常勤監事による全職員に対する個別ヒアリングの実施等により、コン

プライアンスに対する意識の醸成と不祥事件の未然防止に努めます。

�３ 信用組合職員に求められる社会的良識と行動、役職員による不正行為（権利の濫用等）の防止に向

けた研修等の実施により、信頼・維持に努めます。

■ 働きがいの追求

�１ 組合員のニーズに応えられる人材を育成するため、通信講座を含めた研修体制を整備するとともに

自己啓発を促進します。

�２ 働く職員同士のコミュニケーションの向上と、職員一人ひとりがスキルアップすることにより、働

くことへの意義を感じ、働きがいのある職場づくりを目指します。

�３ 役職員一人ひとりが地域の一員であることを認識し、常に人と人との繋がりを大切にして、積極的

に地域振興活動に参加いたします。
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■ コンプライアンス遵守体制

コンプライアンスとは、法令や諸規定はもとより、社会的規範に至る、あらゆるルールを遵守するこ

とであり、当組合では次の法令遵守体制を進めております。

１．コンプライアンスの主管部署を総務部と定め、年間計画を記したコンプライアンス・プログラムを

毎年策定し、理事会の承認を得て実施しております。

２．コンプライアンス・プログラムは、年間計画に基づき、定期的（隔月）に開催する役職員全体会議

の最重要議題として取組んでおり、実施状況については理事会へ報告しております。

３．コンプライアンスは、役職員一人ひとりの意識が最も大切であり、全役職員にコンプライアンス・

マニュアルを配布し啓発を推進するとともに、半期に一度コンプライアンスに関する自己診断を実施

しております。

４．顧客からの苦情等の円滑な解決を図るとともに、業務の改善と顧客満足の向上に役立てるため、顧

客サポート管理規程等を定め遵守しております。

５．社会の秩序や安全に脅威を与え、健全な経済・社会の発展を妨げる反社会的勢力との関係を遮断す

るため、反社会的勢力対応管理規程等を定め遵守しております。
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■ マネー・ローンダリング、テロ資金供与及び拡散金融対策

当組合は、マネー・ローンダリング、テロ資金供与及び拡散金融（以下、「マネロン等」といいます。）

を防止し、業務の適切性を確保するため「当組合のマネー・ローンダリング、テロ資金供与及び拡散金

融対策に係る対応方針について」のもと、マネロン等リスク対策担当役員を任命し、組合内横断的なリ

スク管理態勢の強化に取り組んでいます。

当組合のマネー・ローンダリング、テロ資金供与及び拡散金融対策に

係る対応方針について

当組合は、マネロン・テロ資金供与及び拡散金融を防止するため、マネロン・テロ資金供与対

策を経営上の重要な課題として位置付け、「犯罪収益移転防止法」ならびに「金融庁マネー・ロー

ンダリング及びテロ資金供与対策に関するガイドライン」等の関連法令等を遵守し、経営陣の主

導的な関与の下、次の各号の取組みを行ってまいります。

（１）当組合は、自らが提供する商品・サービス、取引形態、取引に係る国・地域や顧客属性

等に応じたマネロン等リスクを特定、評価、類型化したうえで、当該リスクについて、当

組合のリスク許容度の範囲内に実効的に低減するための措置（リスクベース・アプロー

チ）を講じてまいります。

（２）当組合は、マネロン・テロ資金供与対策を適切に実施するために、組合内横断的なリス

ク管理態勢を構築してまいります。

（３）当組合は、マネロン・テロ資金供与および拡散金融対策の実効性を確保するため、当組

合の業務分野、営業地域及びマネロン・テロ資金供与に関する動向等を評価し、これを踏

まえて、方針（基本方針・ポリシー等のマネロン対策に関する方針）・手続（マネロン対

策に関する基本規程及び関連諸規程・要領・手順書等）・計画（マネロン対策を実現させ

るための実践計画・プログラム）等を整備してまいります。

なお、金融当局ならびに石川県警察の指導により、当組合では、マネー・ローンダリング、テ

ロ資金供与及び拡散金融のリスクが高いと判断される一部の取引およびお客様につきましては、

通常よりも厳重な取引時確認の実施やお客様情報の提供をお願いさせて頂くとともに、そのご回

答の内容、状況に応じまして、当該お取引に制限をさせていただくことがございます。

お客様には、一部ご不便をお掛けすることが予想されますが、何卒趣旨をご理解いただき、ご

協力を賜りますようお願い申し上げます。

【預金・積金、貸出金の推移】
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当期における北陸地区の景気は、一部には度重なる自然災害による影響が見られたものの、北陸新幹
線敦賀延伸や旺盛なインバウンド需要により、緩やかな回復が続いております。個人消費においても物
価上昇の影響の中、持ち直しも見られます。しかしながら、当組合の主要取引先においては、原材料や
エネルギー価格の高騰、更には人材確保に向けた人件費の高騰も加わり、大変厳しい経営環境にありま
す。
このような状況の中、当組合の令和６年度の営業成績は以下の通りとなりました。

■ 預金・積金

個人預金、法人預金ともに増加し、預金積金の期末残高は、前期比２億１千万円増加の２１７億５千
万円となりました。

■ 貸 出 金

個人向け消費性資金は減少したものの、事業性資金は大幅に増加したことから、前期比５億９百万
円増加の１０８億１千３百万円となりました。

■ 収益・費用

経常収益においては、有価証券利息配当金は減少したものの、貸付金利息、預け金利息の増加に加
え貸倒引当金戻入もあり、前期比３１百万円増加の３０５百万円となりました。一方、経常費用では人件
費の増加に加え、１００周年記念事業関連への支出により物件費も増加しましたが、大幅な貸倒引当金
繰入となった前期と比べ、１３５百万円減少の２７６百万円となりました。これらの結果、２９百万円の経常
利益、２８百万円の当期純利益を計上いたしました。

■ 自己資本比率

当期末における自己資本比率は、自己資本額の増加とリスクアセット額
の減少により、前年度比０．４７ポイント上昇の１１．４４％となりました。国内
基準の４．０％を上回る自己資本比率を確保しております。

（単位：千円、％、人、口）

区 分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

利
益

経 常 収 益 ３０７，３６９ ３０７，３８６ ３５０，０５８ ２７３，８５２ ３０５，２５４
経 常 利 益 △ ２４，６８２ ４１，０５７ ８１，７７６ △ １３７，９６９ ２９，０８２
当 期 純 利 益 △ ２４，９７９ ２９，９６４ ８１，４７９ △ １３８，２６６ ２８，７７７

残

高

預 金 積 金 残 高 ２１，８２７，３７５ ２１，４７９，６３６ ２１，９６０，２８９ ２１，５３７，２５１ ２１，７５０，５９５
貸 出 金 残 高 １０，５１３，１０５ １０，８５５，８４２ １０，５５２，６３７ １０，３０３，９３３ １０，８１３，８４２
有 価 証 券 残 高 ６，３０４，８６４ ６，２８５，７６８ ５，６４１，６８０ ５，４０７，４７３ ５，００３，１２３
総 資 産 額 ２５，８６２，３９７ ２５，２５２，２２１ ２４，７００，７５１ ２２，９３６，４５２ ２３，００８，０３８
純 資 産 額 １，３６７，６６６ １，３５９，４７４ １，３３３，９４７ １，１４９，８９８ １，０３９，６４９

自己資本比率（単体） １０．９６ １０．９２ １１．８７ １０．９７ １１．４４

普
通
出
資

出 資 総 額 ３５９，５７２ ３５９，８７１ ３５７，８９１ ３５６，６７９ ３５６，１４８
出 資 総 口 数 ７１９，１４５ ７１９，７４３ ７１５，７８３ ７１３，３５９ ７１２，２９７

組合員数
個 人 ３，２９２ ３，２２６ ３，１８８ ３，１４４ ３，１３７
法 人 ４０１ ４００ ３９９ ３９６ ３８９
合 計 ３，６９３ ３，６２６ ３，５８７ ３，５４０ ３，５２６

出資に対する配当金 ３，６１２ ７，２０３ ７，１９４ ３，５７１ ３，５７７

優
先
出
資

出 資 総 額 ２００，０００ ２００，０００ ２００，０００ ２００，０００ ２００，０００
出 資 総 口 数 ５０，０００ ５０，０００ ５０，０００ ５０，０００ ５０，０００

組合員数
個 人 － － － － －
法 人 １ １ １ １ １
合 計 １ １ １ １ １

出資に対する配当金 ３，２４０ ２，３６０ ２，３６０ ２，３６０ ２，３６０

職 員 数
男 性 １３ １２ ９ １２ １１
女 性 １２ １２ １２ ９ １０
合 計 ２５ ２４ ２１ ２１ ２１

（注）１．残高計数は期末日現在のものです。
２．「自己資本比率（単体）」は、平成１８年金融庁告示第２２号により算出しております。

【主要な経営指標の推移】
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～次 の 100 年 へ 向 け て～

おかげさまで、令和６年２月に創立１００年を迎えることができました。
次の１００年へ向け、信用組合の基本理念である「相互扶助の精神」のもと、皆さまと
の信頼関係をさらに強固なものとし、「愛され・親しまれ・頼られる」コミュニティバ
ンクとして、地域の発展を支えていくため、取引基盤の拡大、人材育成等に取り組ん
でまいります。

●資産の最適化に向け、業務の効率化、再
構築を行ってまいります。
●コンプライアンス・リスク管理態勢の強
化に取り組んでまいります。

●貸出金の増強を第一として、営業推進体
制の強化とターゲット先を明確にした提
案活動の徹底と役務取引等収益の増収を
図り、業務の効率化による生産性の向上
に努めます。
●食品関連事業先にとらわれない、その他
事業者への取引推進に努めます。

●組合員である中小零細企業・事業者への
積極的かつ継続的な信用供与を通じての
支援体制を継続し、また、経営改善・事
業再生、創業支援・新事業立上げ、事業
承継・事業転換などコンサルティング支
援へ、更なる体制整備の強化に努めます。

安定収益の確保による持続可
能なビジネスモデルの構築

中小零細企業・事業者に対
する支援と地域活性化への
取組みの強化

営業基盤の強化

●将来に向けて人材の育成は、重要な課題
であり能力向上の施策を通じて、顧客よ
り信頼される職員の育成を目指します。
●自身が地域社会の一員であることを認識
し、常に人と人との繋がりを大切に積極
的に地域振興活動に参加いたします。

人材の育成と働きがいのあ
る職場づくり

持続可能性 地域活性化

基盤強化 人材づくり
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リスク管理の体制

■ リスク管理の基本方針

金融の自由化・国際化の進展などにより金融機関を取巻く環境は大きく変化し、取扱業務や金融サービスは多様化・
複雑化しており、リスク管理の重要性は一段と高まっております。
当組合では、経営の健全性の維持・向上を図るため、リスク管理を重要な経営課題の１つと位置付け、「各リスク管
理方針・規程」に則り、各リスクの把握とリスクの顕在化未然防止・抑制に努めております。
また、「統合的リスク管理方針」、「統合的リスク管理規程」に基づき、当組合の規模・特性に見合った統合的リスク
管理態勢の整備を図るとともに管理体制の確立に努めてまいります。

■ 信用リスクに関する事項

○リスク管理の方針及び手続きの概要
信用リスクとは、取引先の財務状況の悪化等により、貸出金などの資産の価値が減少または消失し、損失を被るリ
スクをいいます。
当組合では、信用リスクを最重要リスクと認識の上、「信用リスク管理方針」、「信用リスク管理規程」及び「与信
に関する基本方針（クレジットポリシー）」を制定し、役職員に理解と遵守を促すとともに、信用リスクを認識する
管理態勢の構築に努め、融資に際しては厳正な審査を実施しております。
また、信用リスクの管理にあたっては、「信用リスク管理システム」を審査に活用するとともに、特定先に対する
過度な与信集中を排除するため、与信限度枠を設定するなどして管理の強化に努めております。
貸倒引当金については、「資産の自己査定基準書」に基づき厳格な資産査定を行い、「償却・引当に関する基準書」
に基づき算定するとともに、その結果については監査法人の監査を受けるなど、適正な計上に努めております。
○リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関
リスク・ウェイトとは、自己資本比率を算出する際の分母に相当するリスク・アセット額を求めるために使用する
資産に対する掛目のことです。
当組合の保有する資産の一部（有価証券等）について、以下の４社をリスク・ウェイトの判定に使用しています。
なお、エクスポージャーの種類ごとに適格格付機関の使い分けは行っておりません。
１．格付投資情報センター（Ｒ＆Ｉ）
２．日本格付研究所（ＪＣＲ）
３．ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク（Moody’s）
４．スタンダード・アンド・プアーズ・レーティング・サービシズ（Ｓ＆Ｐ）

○信用リスクの削減手法に関するリスク管理の方針及び手続きの概要
信用リスク削減手法とは、当組合が抱えている信用リスクを軽減するための措置をいい、具体的には預金担保、有
価証券担保、保証などが該当します。当組合では、融資の取上げに際し、資金使途、返済原資、財務内容、事業環境、
経営者の資質など、さまざまな角度から可否の判断をしており、担保や保証による保全措置は、あくまでも補完的な
位置付けとして認識しております。したがって、担保や保証に過度に依存しないよう努めております。
また、判断の結果、担保または保証が必要な場合には、お客さまへの十分な説明とご理解をいただいた上で、ご契
約いただくなど適切な取扱いに努めております。
万一、与信取引においてお客様が期限の利益を失われた場合には、預金相殺を用いる場合がありますが、この際、
信用リスク削減方策の一つとして、各種約定書等に基づき、法的に有効である旨確認の上、払戻充当いたします。な
お、バーゼルⅢで定められている信用リスク削減手法における、適格金融資産担保付取引においては、当組合は簡便
手法を用いており、自組合預金積金の担保に関する手続きについては、組合が定める「貸出事務取扱要領」等に基づ
き、適切な事務取扱いを行っております。
○派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関するリスク管理の方針及び手続きの概要
当組合は、派生商品取引及び長期決済期間取引を行っておりません。

■ 証券化エクスポージャーに関する事項

○リスク管理の方針及び手続きの概要
証券化とは、金融機関が保有するローン債権や企業が保有する不動産など、それらの資産価値を裏付として証券化
し、第三者に売却することをいいます。
一般的には、証券の裏付となる原資産の保有者であるオリジネーターと、証券を購入する側である投資家に大きく
分類されますが、当組合においては、いずれも該当する取引は行っておりません。したがって、証券化に関するエク
スポージャー及びリスクは存在しません。
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■ 市場リスクに関する事項

○リスク管理の方針及び手続きの概要
市場リスクとは、金利、有価証券等の価格、為替等の変動により、保有する資産の価値が変動し、損失を被るリス
クをいいます。
当組合では、経営体力に見合った適正な水準にリスクをコントロールし、適正な収益を確保することを基本方針と
しております。
市場リスク管理の方法については、「市場リスク管理規程」においてリスク限度枠と限度枠に対するアラーム・ポ
イントを定め、VaR（バリュー・アット・リスク）手法により行っております。また、その内容を常勤会に報告する
とともに必要に応じて対応について協議するなど、適切なリスク管理に努めております。

■ 流動性リスクに関する事項

○リスク管理の方針及び手続きの概要
流動性リスクとは、必要な資金の確保ができなかったり、通常よりも著しく高い金利での資金調達を余儀なくされ
ることにより、損失を被るリスクをいいます。
当組合では、資金繰りの状況・見通し及び資金繰りに影響を及ぼす諸条件の変化を厳格に把握・管理することによ
り、経営基盤の安定性の向上を図るとともに、平常時においても流動性危機時を想定しての対応策を確立することを
基本方針としております。
流動性リスクの管理については、資金繰り管理部門が日次の資金繰り及び支払準備資産の状況を把握するとともに、
その状況について定期的に常勤会に報告するなど、適切なリスク管理に努めております。

■ オペレーショナル・リスクに関する事項

○リスク管理の方針及び手続きの概要
当組合では、信用リスク、市場リスク、流動性リスク以外の全てのリスクを「オペレーショナル・リスク」と捉え、
その主なものとして「事務リスク」、「システムリスク」、「人的リスク」、「風評リスク」等があると考えております。
これらのリスクをはじめ、多様化かつ複雑化するリスクに対し顕在化の未然防止及び発生時における影響度の最小化
を図るため、基本的な管理方針及び管理規程の整備など、管理態勢の構築に努めております。また、個人情報及び情
報セキュリティ体制の整備など、顧客保護の観点を重視した体制整備に努めております。
○オペレーショナル・リスク相当額の算定に使用する手法の名称
当組合は、令和５年度計数においては基礎的手法を、令和６年度計数においては標準的手法かつ ILMを「１」とし
て算定しております。

■ 出資その他これに類するエクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手続きの概要に関する事項

出資等エクスポージャーにあたるものは、上場株式、非上場株式及び全信組連などへの出資金が該当します。当組合
では、リスク管理に配慮した余裕資金の効率的かつ安全な運用を図るため「余裕資金運用規程」、「有価証券運用規程」
及び「市場リスク管理規程」を制定しており、上場株式等の有価証券の運用・管理については、各規程に基づき、適正
な運用とともに適切なリスク管理に努めております。
また、非上場株式及びその他出資金に関しては、当組合が定める内部規程に基づいた適正な運用・管理を行っており
ます。また、リスクの状況は、財務諸表や運用報告を基にした評価による定期的なモニタリングを実施するとともに、
その状況については、適宜、経営陣に報告を行うなど、適切なリスク管理に努めております。なお、当組合は令和７年
３月３１日現在、上場株式は保有しておりません。

■ 金利リスクに関する事項

○リスク管理の方針及び手続きの概要
金利リスクとは、市場金利の変動によって受ける資産価値の変動や、将来の収益性に影響を及ぼすことをいいます。
当組合では、金利リスクについて、安定した収益を上げるためには一定のリスクテイクは必要であり、一方では経
営体力（自己資本）に見合う範囲内に抑制することが重要であると認識しております。
リスク管理については、銀行勘定に対する一定の市場金利変動を想定した金利リスク量を算定し、その結果を常勤
会に報告するとともに、必要に応じて適切な対応をとる体制としております。

○内部管理上使用した銀行勘定における金利リスクの算定手法の概要
当組合では、保有する資産・負債のうち、貸出金、預け金、有価証券、預金等についての金利変動により発生する
リスク量を、経済価値変化（ EVE）により計測しています。円金利ショック幅を１％とし、上方パラレルシフト、下
方パラレルシフト、スティープ化について算出しております。なお、算出における行動オプション性の考え方は、「コ
ア預金」については保守的な前提に基づき考慮しておりますが、「固定金利貸出の期限前解約」及び「定期預金の早
期解約」については考慮しておりません。
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■ 自己資本の構成に関する事項

○自己資本の充実の状況
（単位：千円）

項 目 令和５年度 令和６年度

コア資本に係る基礎項目 （１）

普通出資又は非累積的永久優先出資に係る会員勘定の額 １，２２５，６５４ １，２４７，９６４

うち、出資金及び資本剰余金の額 ７５６，６７９ ７５６，１４８

うち、利益剰余金の額 ４７４，９０６ ４９７，７５３

うち、外部流出予定額（△） ５，９３１ ５，９３７

うち、上記以外に該当するものの額 － －

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額 ４０，３４５ ４７，９３５

うち、一般貸倒引当金コア資本算入額 ４０，３４５ ４７，９３５

うち、適格引当金コア資本算入額 － －

適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項
目の額に含まれる額

公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行さ
れた資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目
の額に含まれる額

－ －

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の４５パーセ
ントに相当する額のうち、コア資本に係る基礎項目の額
に含まれる額

コア資本に係る基礎項目の額 （イ） １，２６６，０００ １，２９５，８９９

コア資本に係る調整項目 （２）

無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係
るものを除く。）の額の合計額 ３，２４５ ２，１７３

うち、のれんに係るものの額 － －

うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライ
ツに係るもの以外の額 ３，２４５ ２，１７３

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額 － －

適格引当金不足額 － －

証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 － －

負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己
資本に算入される額 － －

前払年金費用の額 － －

自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除
く。）の額 － －

意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手
段の額 － －

少数出資金融機関等の対象普通出資等の額 － －

信用協同組合連合会の対象普通出資等の額 － －

特定項目に係る１０パーセント基準超過額 － －

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当す
るものに関連するものの額 － －

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無
形固定資産に関連するものの額 － －

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る）
に関連するものの額 － －

特定項目に係る１５パーセント基準超過額 － －

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当す
るものに関連するものの額 － －

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無
形固定資産に関連するものの額 － －

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）
に関連するものの額 － －

コア資本に係る調整項目の額 （ロ） ３，２４５ ２，１７３



－１０－

○自己資本調達手段の概要

当組合の自己資本は、出資金、資本剰余金及び利益剰余金等により構成されております。

なお、当組合の自己資本調達手段の概要は次のとおりです。

自己資本

自己資本の額 (（イ）－（ロ）） （ハ） １，２６２，７５５ １，２９３，７２５

リスク・アセット等 （３）

信用リスク・アセットの額の合計額 １０，９８５，７３０ １０，８７３，６８３

うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入
される額の合計額 － －

うち、他の金融機関等向けエクスポージャー － －

うち、上記以外に該当するものの額 －

マーケット・リスク相当額の合計額を８パーセントで除
して得た額 －

勘定間の振替分 －

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を８パーセン
トで除して得た額 ５２３，６９７ ４３４，５９４

信用リスク・アセット調整額 －

フロア調整額 －

オペレーショナル・リスク相当額調整額 －

リスク・アセット等の額の合計額 （ニ） １１，５０９，４２７ １１，３０８，２７７

自己資本比率

自己資本比率 (（ハ）／（ニ）） １０．９７％ １１．４４％

（注） 自己資本比率の算出方法を定めた「協同組合による金融事業に関する法律第６条第１項において準用する銀行法第１４条の２
の規定に基づき、信用協同組合及び信用協同組合連合会がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるか
どうかを判断するための基準（平成１８年金融庁告示第２２号）」に係る算式に基づき算出しております。なお、当組合は国内基
準を採用しております。

発行主体 金沢中央信用組合 金沢中央信用組合
自己資本調達手段の種類 普通出資 非累積的永久優先出資
コア資本に係る基礎項目の額に算入された額 ３５６，１４８千円 ４００，０００千円
償還期限 － －
配当率 年１．００％ 年０．５９％（５年固定型）



－１１－

■ 自己資本の充実度に関する事項

（単位：千円）

令和 ５ 年度 令和 ６ 年度

リスク・アセット等 所要自己資本額 リスク・アセット等 所要自己資本額

イ．信用リスク・アセット、所要自己資本の額合計 １０，９８５，７３０ ４３９，４２９ １０，８７３，６８３ ４３４，９４７

① 標準的手法が適用されるポートフォリオ
ごとのエクスポージャー １０，８６４，６１４ ４３４，５８４ １０，４９３，０８２ ４１９，７２３

（ｉ） ソブリン向け ９７，７１９ ３，９０８ ２２６，６８０ ９，０６７

（ i i ） 金融機関向け １，７５９，０４９ ７０，３６１ ２，０５３，４１３ ８２，１３６

第一種金融商品取引業者及び保険会社向け － －

（iii） カバード・ボンド向け － －

（iv） 法人等向け ５，４６４，２２４ ２１８，５６８ ３，６０１，８４３ １４４，０７３

（ v ） 中小企業等・個人向け ５５１，４１３ ２２，０５６

（vi） 中堅中小企業等・個人向け ６９３，６７４ ２７，７４６

トランザクター向け － －

（vii） 抵当権付住宅ローン １４８，５５１ ５，９４２

（viii） 不動産取得等事業向け ２，１４３，５５９ ８５，７４２

（ix） 不動産関連向け ２，２２８，７４６ ８９，１４９

自己居住用不動産等向け ４７９，３５６ １９，１７４

賃貸用不動産向け １，７４９，３９０ ６９，９７５

事業用不動産関連向け － －

その他不動産関連向け － －

ADC向け － －

（ x） 劣後債権及びその他資本性証券等 ５００，７９９ ２０，０３１

（xi） 三月以上延滞等 ８８，９５９ ３，５５８

（xii） 延滞等向け ５８２，７３７ ２３，３０９

（xiii） 自己居住用不動産等向けエクスポー
ジャーに係る延滞 １５，２４４ ６０９

（xiv） 出資等 ２２，８２５ ９１３

出資等のエクスポージャー ２２，８２５ ９１３

重要な出資のエクスポージャー － －

（xv） 株式等 ２２，３００ ８９２

（xvi） 重要な出資のエクスポージャー － －

（xvii） 他の金融機関等の対象資本等調達手
段のうち対象普通出資等及びその他
外部 TLAC関連調達手段に該当す
るもの以外のものに係るエクスポー
ジャー

－ － － －

（xviii） 信用協同組合連合会の対象普通出資
等であってコア資本に係る調整項目
の額に算入されなかった部分に係る
エクスポージャー

３０１，３３６ １２，０５３ ２９６，６９１ １１，８６７

（xix） その他 ２８６，９７４ １１，４７８ ２７０，９５０ １０，８３８

② 証券化エクスポージャー － － － －

③ リスク・ウェイトのみなし計算が適用
されるエクスポージャー １１８，８６６ ４，７５４ ３７６，５５０ １５，０６２

ルック・スルー方式 １１８，８６６ ４，７５４ ３７６，５５０ １５，０６２

マンデート方式 － － － －

蓋然性方式（２５０％） － － － －

蓋然性方式（４００％） － － － －

フォールバック方式（１２５０％） － － － －



－１２－

別口座への振替、家族や友人の個人の方あてに送金可能

「ことら送金サービス」の取扱開始！

④ 未決済取引 － －

⑤ 他の金融機関等の対象資本調達手段に係る
エクスポージャーに係る経過措置によりリス
ク・アセットの額に算入されなかったものの額

－ － － －

⑥ CVAリスク相当額を８％で除して得た
額（簡便法） ２，２５０ ９０ ４，０５０ １６２

⑦ 中央清算機関関連エクスポージャー － － － －

ロ．オペレーショナル・リスク相当額の合計
額を８パーセントで除して得た額 ５２３，６９７ ２０，９４７ ４３４，５９４ １７，３８３

BI ２８９，７２９

BIC ３４，７６７

ハ．単体総所要自己資本額（イ＋ロ） １１，５０９，４２７ ４６０，３７７ １１，３０８，２７７ ４５２，３３１

（注）１．所要自己資本の額＝リスク・アセットの額×４％
２．「エクスポージャー」とは、資産（派生商品取引によるものを除く）並びにオフ・バランス取引及び派生商品取引の与信
相当額です。

３．「ソブリン」とは、中央政府、中央銀行、地方公共団体、地方公共団体金融機構、我が国の政府関係機関、土地開発公社、
地方住宅供給公社、地方道路公社、外国の中央政府以外の公共部門（当該国内においてソブリン扱いになっているもの）、
国際開発銀行、国際決済銀行、国際通貨基金、欧州中央銀行、信用保証協会等のことです。

４．「三月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３か月以上延滞している債務者に係るエクスポー
ジャー及び「ソブリン向け」、「金融機関及び第一種金融商品取引業者向け」、「法人等向け」においてリスク・ウェイトが１５０％
になったエクスポージャーのことです。

５．「延滞等」とは、次の事由が生じたエクスポージャーのことです。
①金融再生法施行規則上の「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」、「要管理債権」に該当すること
②重大な経済的損失を伴う売却を行うこと
③３か月以上限度額を超過した当座貸越であること

６．「その他」とは、（ i ）～（xviii）に区分されないエクスポージャーです。具体的には、有形固定資産、無形固定資産、繰
延税金資産等が含まれます。

７．当組合では、マーケット・リスクに関する事項は該当ありません。
８．オペレーショナル・リスクは、当組合は基礎的手法を採用しています。（令和５年度計数）

＜オペレーショナル・リスク（基礎的手法）の算定方法＞
粗利益（直近３年間のうち正の値の合計額）×１５％
直近３年間のうち粗利益が正の値であった年数 ÷８％

９．当組合は、標準的計測手法かつ ILMを「１」としてオペレーショナル・リスク相当額を算定しております（令和６年度計数）
１０．単体総所要自己資本額＝単体自己資本比率の分母の額×４％

スマホのBankPay アプリで簡単操作

１日あたり１０万円まで

手数料は無料



－１３－

■ 信用リスクに関する事項（リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーおよび証券化エクスポージャーを除く）

○信用リスクに関するエクスポージャーおよび主な種類別の期末残高

＜地域別・業種別・残存期間別＞
（単位：千円）

エクスポージャー
区分

業種区分

期間区分

信用リスクエクス
ポージャー期末残高

三月以上
延滞エクス
ポージャー

延滞エクス
ポージャー

貸出金、コミットメ
ント及びその他のデ
リバティブ以外のオ
フ・バランス取引

債 券

令和５年度 令和６年度 令和５年度 令和６年度 令和５年度 令和６年度 令和５年度 令和６年度

国 内 ２３，３１５，６９８ ２３，５１２，１３５ １０，４５２，８３６ １０，９３８，３７２ ３，６３１，８４５ ３，３５７，６８２ ２７８，６５３ ６８３，７４３

国 外 － － － － １，８７７，０１３ １，８７７，９８０ － －

地 域 別 合 計 ２３，３１５，６９８ ２３，５１２，１３５ １０，４５２，８３６ １０，９３８，３７２ ５，５０８，８５９ ５，２３５，６６２ ２７８，６５３ ６８３，７４３

製 造 業 １，３３５，８００ １，２６９，５７１ ５３３，９２８ ５６８，０７６ ８０１，８７１ ７０１，４９５ － －

農 業、 林 業 ３，０９１ ２，３８２ ３，０９１ ２，３８２ － － － －

漁 業 － － － － － － － －

鉱 業、砕 石 業、
砂 利 採 取 業 － － － － － － － －

建 設 業 ３２５，５７７ ２６２，７００ ２２５，５６６ １６２，６９０ １００，０１０ １００，０１０ － －

電 気 ・ ガ ス ・
熱 供 給 ・ 水 道 業 ７０１，２７４ ６００，８９８ － － ７０１，２７４ ６００，８９８ － －

情 報 通 信 業 － － － － － － － －

運 輸 業、郵 便 業 ４２０，２１２ ２１０，８２４ ３２０，１６８ ２１０，８２４ １００，０４３ － ２４７，０１３ １４７，９２１

卸 売 業、小 売 業 ３，５８０，７５７ ３，４０４，１３１ ３，４８０，１２０ ３，４０３，７０６ １００，２６３ － １４，７８６ ３２２，９６４

金 融 業、保 険 業 ８，８６９，２４０ ８，８８７，１２１ ６０，０００ ０ １，９８６，１５３ １，９９６，３０３ － －

不 動 産 業 ２，３９０，９５１ ３，１３５，５４１ １，８６９，４２８ ２，４９６，３３５ ５１７，０２３ ６３４，７０５ － －

物 品 賃 貸 業 ５，０００ ６，７９９ ５，０００ ６，７９９ － － － －

学術研究、専門・
技 術 サ ー ビ ス 業 １１５，２３８ １３２，７１７ １１５，２３８ １３２，７１７ － － － －

宿 泊 業 １１１，４１０ ７６，７８８ １１１，４１０ ７６，７８８ － － － －

飲 食 業 １，２４５，００６ １，４０２，４９８ １，２４５，００６ １，４０２，４９８ － － － －

生活関連サービス業、
娯 楽 業 ８０，７７３ ６４，９５９ ８０，７７３ ６４，９５９ － － － －

教育、学習支援業 － － － － － － － －

医 療、 福 祉 － － － － － － － －

その他のサービス ４２５，６５１ ４９２，３１０ ４２４，８０１ ４９１，４６０ － － － －

そ の 他 の 産 業 ５０５ ５０５ － － － － － －

国・地方公共団体等 １，１０２，７６３ １，１０２，４６４ － － １，１０１，９２１ １，１０１，８４０ － －

個 人 １，９７８，３０４ １，９１９，１３４ １，９７８，３０４ １，９１９，１３４ － － １６，８５３ ７３，２８７

そ の 他 ６２４，１４０ ５４０，７８６ － － １００，２９７ １００，４０７ － －

業 種 別 合 計 ２３，３１５，６９８ ２３，５１２，１３５ １０，４５２，８３６ １０，９３８，３７２ ５，５０８，８５９ ５，２３５，６６２ ２７８，６５３ ６８３，７４３

１ 年 以 下 ９，８９４，１５０ ７，８４２，５５５ ３，６０４，３４８ ３，７０７，６２８ ４１０，３５３ ３０９，１９１

１ 年 超 ３ 年 以 下 ２，３８７，０５４ ４，１３１，４２０ １，６８６，６９９ １，７３１，４２０ ７００，３５４ ４００，０００

３ 年 超 ５ 年 以 下 １，８２４，３３５ ２，６６９，９９３ １，４２４，３３５ １，４６９，９９３ ４００，０００ １，２００，０００

５ 年 超 ７ 年 以 下 ２，３６８，４３９ １，９８１，７９８ １，０９６，７１２ １，００８，５４９ １，２７１，７２７ ９７３，２４９

７年 超 １０ 年 以 下 １，９２７，８３４ １，６９９，００１ ９２７，８３４ ９９８，０９７ １，０００，０００ ７００，９０３

１０ 年 超 ３，８９４，９９８ ４，００６，４９０ １，６９４，７４３ ２，００７，１８０ １，６００，２５５ １，３９９，３１０

期間の定めのないもの １，０１８，８８５ １，１８０，８７４ １８，１６３ １５，５０２ １２６，１６８ ２５３，００７

残 存 期 間 別 合 計 ２３，３１５，６９８ ２３，５１２，１３５ １０，４５２，８３６ １０，９３８，３７２ ５，５０８，８５９ ５，２３５，６６２

（注）１．「貸出金、コミットメント及びその他のデリバティブ以外のオフ・バランス取引」とは、貸出金の期末残高の他、当座貸
越等のコミットメントの与信相当額、デリバティブ取引を除くオフ・バランス取引の与信相当額の合計額です。

２．「三月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ月以上延滞している者に係る
エクスポージャーのことです。

３．「延滞等」とは、次の事由が生じたエクスポージャーのことです。
①金融再生法施行規則上の「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」、「要管理債権」に該当すること。
②重大な経済的損失を伴う売却を行うこと。
③３か月以上限度額を超過した当座貸越であること。

４．上記の「その他」は、裏付となる個々の資産の全部又は一部を把握することや、業種区分・期間区分などに分類すること
が困難なエクスポージャーです。具体的には現金、有形・無形固定資産及びその他の資産等が含まれます。

５．CVAリスク及び中央精算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。
６．業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。



－１４－

○一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額
（単位：千円）

令 和 ５ 年 度 令 和 ６ 年 度

期 末 残 高 当期増減額 期 末 残 高 当期増減額

一 般 貸 倒 引 当 金 ４０，３４５ ２１，７７９ ４７，９３５ ７，５８９

個 別 貸 倒 引 当 金 ２５３，９２０ １３０，７０７ ２３８，９５３ △ １４，９６７

合 計 ２９４，２６６ １５２，４８７ ２８６，８８８ △ ７，３７８

○業種別の個別貸倒引当金及び貸出金償却の残高等
（単位：千円）

個 別 貸 倒 引 当 金 貸 出 金 償 却

令和５年度 令和６年度
令和５年度 令和６年度

当期増減額 期末残高 当期増減額 期末残高

製 造 業 １４０ １４０ △ １７ １２２ － －

農 業、 林 業 － － － － － －

漁 業 － － － － － －

鉱業、砕石業、砂利採取業 － － － － － －

建 設 業 △ ８１４ ３，１６２ △ ７９８ ２，３６４ － －

電気・ガス・熱供給・水道業 － － － － － －

情 報 通 信 業 － － － － － －

運 輸 業、 郵 便 業 １４３，５１０ １４３，５１０ △ １５，２２４ １２８，２８６ － －

卸 売 業、 小 売 業 △ ２，７７６ １０３，９４５ ９２４ １０４，８６９ － －

金 融 業、 保 険 業 － － － － － －

不 動 産 業 － － － － － －

物 品 賃 貸 業 － － － － － －

学術研究、専門・技術サービス業 － － － － － －

宿 泊 業 － － － － － －

飲 食 業 △ ２，８２６ ２４７ ５３４ ７８２ － －

生活関連サービス業、娯楽業 － － － － － －

教 育、学 習 支 援 業 － － － － － －

医 療、 福 祉 － － － － － －

そ の 他 の サ ー ビ ス － － － － － －

そ の 他 の 産 業 － － － － － －

国 ・ 地 方 公 共 団 体 等 － － － － － －

個 人 △ ６，５２５ ２，９１４ △ ３８６ ２，５２７ － －

合 計 １３０，７０７ ２５３，９２０ △ １４，９６７ ２３８，９５３ － －

（注）１．当組合は、国内の限定されたエリアにて事業活動を行っているため、「地域別」の区分は省略しております。
２．貸出金償却は、個別貸倒引当金の目的取崩分(５年度：－ ６年度：－）を除いて記載しております。
３．業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。



－１５－

（単位：千円）

令和６年度

告示で定めるリス
ク・ウェイトの区
分 （％）

CCF・信用リスク削減効果適用前
CCFの加重
平均値(%)

資産の額及び与信相当額の合計
額(CCF・信用リの合計額
(CCF・信用リスク削
減効果適用後）

オン・バランス オフ・バランス

資産項目 資産項目

４０％未満 １２，５８２，９０１ － － １２，５６７，８８６

４０％～７０％ ２，６０７，１４４ ３０，０００ ０．０００ ２，６０６，５５２

７５％ ８０４，１０３ １，８１９，９６８ ２．０００ ８１２，２２６

８０％ ２００，４８２ － － ２００，４８２

８５％ ３，７７８，９１４ ７００，９７５ １５．０００ ３，５０４，９０５

９０％～１００％ １，１６３，２８９ ２２８，４６２ ０．０００ １，１３０，３６５

１０５％～１３０％ ９３５，０３２ － － ９３０，０１４

１５０％ ３９６，９４６ ４１，０００ １３．０００ ３７９，７３３

２５０％ － － － －

４００％ － － － －

１，２５０％ － － － －

その他 － － － －

合 計 ２２，４６８，８１５ ２，８２０，４０８ ５．０００ ２２，１３２，１６７

（注）１．最終化されたバーゼルⅢの適用に伴い新設された内容であるため、令和５年度については記載しておりません。
２．「CCFの加重平均値（%）」とは、CCFを適用した後及び信用リスク削減手法の効果を勘案する前のオフ・バランス取引
のエクスポージャーの額を、CCF・信用リスク削減手法適用前エクスポージャーのオフ・バランスの額に掲げる額で除して
算出した値のことです。

○リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャーの額等
（単位：千円）

告示で定めるリスク・
ウェイトの区分 （％）

エクスポージャーの額

令 和 ５ 年 度

格付適用あり 格付適用なし

０％ ５ ２，７８２，５６９

１０％ － ９７７，１９９

２０％ ６１０，１２０ ７，９８５，６３８

３５％ － ４２４，４３２

４０％ － ４００，９８４

５０％ １，８０２，７６２ ２８２，９７８

７５％ － ５９０，８４２

１００％ ２１７，２６９ ７，１５８，５５７

１５０％ － ２４，５３８

２５０％ － ５７，７９７

１，２５０％ － －

合 計 ２，６３０，１５７ ２０，６８５，５４０

（注）１．格付は、適格格付機関が付与しているものに限ります。
２．エクスポージャーは、信用リスク削減手法適用後のリスク・ウェイトに区分し
ております。

３．コア資本に係る調整項目となったエクスポージャー、CVAリスクおよび中央清
算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。



－１６－

○標準的手法が適用されるエクスポージャーのポートフォリオの区分ごと並びにリスク・ウェイトの区分ごとの内訳
（単位：千円）

ポートフォリオ区分

資産の額及び与信相当額の合計額（CCF・信用リスク削減効果適用後）

０% １０% ２０% ２５% ３０％ ３５% ４０％ ４５%

令和６年度

現金 １６７，９１０ － － － － － － －

我が国の中央政府及び中
央銀行向け

７０２，２４６ － － － － － － －

外国の中央政府及び中央
銀行向け

－ － － － － － － －

国際決済銀行等向け － － － － － － － －

我が国の地方公共団体向け ２００，３３６ １９９，８５２ － － － － － －

外国の中央政府等以外の
公共部門向け

－ － － － － － － －

国際開発銀行向け － － － － － － － －

地方公共団体金融機構向け － － － － － － － －

我が国の政府関係機関向け － － － － － － － －

地方三公社向け － － － － － － － －

金融機関、第一種金融商
品取引業者及び保険会社
向け

－ － ６，４３７，４８１ － １，３８１，１５１ － － －

第一種金融商品取引
業者及び保険会社向け

－ － － － － － － －

カバード・ボンド向け － － － － － － － －

法人等向け（特定貸付債
権向けを含む）

－ － ５００，６５５ － － － － －

特定貸付債権向け － － － － － － － －

中堅中小企業等向け及び
個人向け

－ ２６，８９３ － － － － － －

トランザクター向け － － － － － － － －

不動産関連向け － － ２９３，３６９ ８７，３４６ ４６８，３６２ １８２，５０５ ８３，２８６ ４８２，６７８

自己居住用不動産等
向け

－ － ２９３，３６９ ８７，３４６ ２６７，７３１ － ８３，２８６ －

賃貸用不動産向け － － － － ２００，６３０ １８２，５０５ － ４８２，６７８

事業用不動産関連向け － － － － － － － －

その他不動産関連向け － － － － － － － －

ADC向け － － － － － － － －

劣後債権及びその他資本
性証券等

－ － － － － － － －

延滞等向け（自己居住用
不動産等向けを除く。）

－ － － － － － － －

自己居住用不動産向けエ
クスポージャーに係る延滞

－ － － － － － － －

取立未済手形 － － ６５４ － － － － －

信用保証協会等による保
証付

８８１，３０１ １，０６４，７１１ － － － － － －

株式会社地域経済活性化
支援機構等による保証付

－ － － － － － － －

株式等 － － － － － － － －

合 計 １，９５１，７９５ １，２９１，４５６ ７，２３２，１６０ ８７，３４６ １，８４９，５１３ １８２，５０５ ８３，２８６ ４８２，６７８

（注）最終化されたバーゼルⅢの適用に伴い新設された内容であるため、令和５年度については記載しておりません。



－１７－

○標準的手法が適用されるエクスポージャーのポートフォリオの区分ごと並びにリスク・ウェイトの区分ごとの内訳
（単位：千円）

ポートフォリオ区分

資産の額及び与信相当額の合計額（CCF・信用リスク削減効果適用後）

５０％ ６０％ ７５% ８０% ８５% １００％ １０５％ １５０％ 合計

令和６年度

現金 － － － － － － － － １６７，９１０

我が国の中央政府及び中
央銀行向け

－ － － － － － － － ７０２，２４６

外国の中央政府及び中央
銀行向け

－ － － － － － － － －

国際決済銀行等向け － － － － － － － － －

我が国の地方公共団体向け － － － － － － － － ４００，１８９

外国の中央政府等以外の
公共部門向け

－ － － － － １００，２２４ － － １００，２２４

国際開発銀行向け － － － － － － － － －

地方公共団体金融機構向け － － － － － － － － －

我が国の政府関係機関向け － － － － － － － － －

地方三公社向け － － － － － － － － －

金融機関、第一種金融商
品取引業者及び保険会社
向け

４６５，５５５ － － ２００，４８２ － － － － ８，４８４，６７０

第一種金融商品取引
業者及び保険会社向け

－ － － － － － － － －

カバード・ボンド向け － － － － － － － － －

法人等向け（特定貸付債
権向けを含む）

９００，９７９ － － － ３，５０４，９０５ １０８，６３２ － － ５，０１５，１７２

特定貸付債権向け － － － － － － － － －

中堅中小企業等向け及び
個人向け

４４，３９４ － ３４３，１１８ － － ３７５，７２９ － － ７９０，１３５

トランザクター向け － － － － － － － － －

不動産関連向け １０４，９０２ １６５，５８１ ４４３，００５ － － － ９３０，０１４ － ３，２４１，０５３

自己居住用不動産等
向け

１０４，９０２ － － － － － － － ８３６，６３７

賃貸用不動産向け － １６５，５８１ ４４３，００５ － － － ９３０，０１４ － ２，４０４，４１６

事業用不動産関連向け － － － － － － － － －

その他不動産関連向け － － － － － － － － －

ADC向け － － － － － － － － －

劣後債権及びその他資本
性証券等

－ － － － － ５００，７９９ － － ５００，７９９

延滞等向け（自己居住用
不動産等向けを除く。）

２６，６５９ － － － － ６，６４５ － ３７９，７３３ ４１３，０３８

自己居住用不動産向けエ
クスポージャーに係る延滞

－ － － － － １５，２４４ － － １５，２４４

取立未済手形 － － － － － － － － ６５４

信用保証協会等による保
証付

－ － － － － － － － １，９４６，０１２

株式会社地域経済活性化
支援機構等による保証付

－ － － － － － － － －

株式等 － － － － － ２２，３００ － － ２２，３００

合 計 １，５４２，４９１ １６５，５８１ ７８６，１２３ ２００，４８２ ３，５０４，９０５ １，１２９，５７４ ９３０，０１４ ３７９，７３３ ２１，７９９，６５３

（注）最終化されたバーゼルⅢの適用に伴い新設された内容であるため、令和５年度については記載しておりません。



－１８－

■ 信用リスク削減手法に関する事項

○信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー
（単位：千円）

信用リスク削減手法

ポートフォリオ

適格金融資産担保 保 証 クレジット・デリバティブ

令和５年度 令和６年度 令和５年度 令和６年度 令和５年度 令和６年度

信用リスク削減手法が適用
されたエクスポージャー ５１６，６０４ ５１６，６０４ １６，４７６ １７，１２０ － －

（注）１．当組合は、適格金融資産担保について簡便手法を用いています。
２．上記「保証」には、告示（平成１８年金融庁告示第２２号）第４５条（信用保証協会、農業信用基金協会、漁業信用基金協会に
より保証されたエクスポージャー）、第４６条（株式会社地域経済活性化支援機構等により保証されたエクスポージャー）を
含みません。

■ 出資等エクスポージャーに関する事項

○出資等エクスポージャーの貸借対照表計上額及び時価等
（単位：千円）

区 分
令和５年度 令和６年度

貸借対照表
計 上 額 時 価 貸借対照表

計 上 額 時 価

上 場 株 式 等 － － － －

非 上 場 株 式 等 ２１９，１２５ － ２１９，１２５ －

合 計 ２１９，１２５ － ２１９，１２５ －

○貸借対照表で認識され、かつ、損益計算書で認識されない評価損益の額

該当ありません。
（注）「貸借対照表で認識され、かつ、損益計算書で認識されない評価損益の額」とは、その他有価証券の評価損益です。

○貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額

該当ありません。
（注）「貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額」とは、子会社株式及び関連会社の評価損益です。

■ リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに関する事項

（単位：千円）

令和５年度 令和６年度

ルック・スルー方式を適用するエクスポージャー １２６，１６８ ２５３，００７

マンデート方式を適用するエクスポージャー － －

蓋然性方式（２５０％）を適用するエクスポージャー － －

蓋然性方式（４００％）を適用するエクスポージャー － －

フォールバック方式（１２５０％）を適用するエクスポージャー － －

○出資等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益の額

該当ありません。
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「お客さまの情報」の定期的な確認についてご理解とご協力をお願いいたします

―マネー・ローンダリング及びテロ資金供与対策にご協力ください―

近年、国際社会においてマネー・ローンダリング及びテロ資金供与対策の重要性が高まっております。

また、国内においても預金口座を悪用した特殊詐欺などの金融犯罪が発生しています。

各金融機関では、これらの犯罪行為を防止し、お客さまが安心・安全にお取引できるよう、犯罪収益

移転防止法および、金融庁「マネー・ローンダリング及びテロ資金供与対策に関するガイドライン」に

基づいて様々な対策を進めています。

この対策の一環として、信用組合を含む各金融機関では、お客さまの現在の情報を定期的に確認する

取組み（※）について、それぞれ所定の方法により順次行っております。

（※）既にお取引をいただいているお客さまに対し、お取引の内容や状況等に応じて、お客さまに関する情報やお

取引の目的などを定期的に確認させていただく取組みです。

このようにお客さまお一人おひとりの情報を定期的に確認させていただくことは、犯罪組織やテロ組

織が善良なお客さまに紛れて気づかれないように金融機関を利用したり、お客さまになりすまして預金

口座を不正利用したりすることを防止し、金融機関をご利用いただく皆さま方の安全・安心にも繋がる

取組みとして行っております。

お客さまにおかれましては、こうした取組みにご理解いただき、信用組合からの「お客さまの情報」

に関する定期的な確認の依頼に対して、ご協力くださいますようお願い申し上げます。

最近は色々な方法でお客さまの情報を取得しようとする詐欺の手口が発生していますので、もしも不

審な点がある場合には、お取引のある当組合の本支店にご照会いただきますよう、よろしくお願い申し

上げます。

■ 金利リスクに関する事項

（単位：百万円）

IRRBB１：金利リスク

項番
EVE NII

令和５年度 令和６年度 令和５年度 令和６年度

１ 上方パラレルシフト ４２０ ４０３ ９ １６

２ 下方パラレルシフト ０ ０ ４ △ ９

３ スティープ化 ３６７ ３２９

４ フラット化

５ 短期金利上昇

６ 短期金利低下

７ 最大値 ４２０ ４０３ ９ １６

令和５年度 令和６年度

８ 自己資本の額 １，２６２ １，２９３

（注）金利リスクの算定手法の概要等は、「定性的な開示事項」の項目に記載しております。



－２０－

リスク管理債権・金融再生法開示債権の状況

■ リスク管理債権及び金融再生法開示債権の保全・引当状況

当組合の金融再生法における開示債権は９３５百万円でありますが、６２０百万円は担保・保証等で保全
されております。担保・保証等で保全されていない３１４百万円に対しても、２３９百万円の貸倒引当金を
計上しております。開示債権に対する保全率は９１．９％であり将来のリスクに備えております。

（単位：百万円、％）

区 分 債権額

（Ａ）

担保・保証等

（Ｂ）

貸倒引当金

（Ｃ）

保全額
（Ｄ）＝
（Ｂ）＋（Ｃ）

保全率

（Ｄ）／（Ａ）

貸倒引当金
引当率

（Ｃ）／（Ａ－Ｂ）

破産更生債権及び
これらに準ずる債権

令和５年度 ２８１ １２８ １５２ ２８１ １００．０ １００．０

令和６年度 １６６ ２８ １３８ １６６ １００．０ １００．０

危 険 債 権
令和５年度 ６９０ ５７８ １０１ ６７９ ９８．４ ９０．４

令和６年度 ６３４ ５２６ １００ ６２６ ９８．７ ９２．６

要 管 理 債 権
令和５年度 １０９ ４２ ０ ４２ ３８．６ ０．６

令和６年度 １３３ ６６ ０ ６６ ４９．６ ０．５

三月以上延滞債権
令和５年度 － － － － － －

令和６年度 － － － － － －

貸出条件緩和債権
令和５年度 １０９ ４２ ０ ４２ ３８．６ ０．６

令和６年度 １３３ ６６ ０ ６６ ４９．６ ０．５

小 計
令和５年度 １，０８１ ７４９ ２５４ １，００３ ９２．７ ７６．５

令和６年度 ９３５ ６２０ ２３９ ８６０ ９１．９ ７６．１

正 常 債 権
令和５年度 ９，４００

令和６年度 １０，０３１

合 計
令和５年度 １０，４８１

令和６年度 １０，９６６

（注）１．「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経

営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権です。

２．「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の

元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権（１に掲げるものを除く。）です。

３．「要管理債権」とは、「三月以上延滞債権」及び「貸出条件緩和債権」に該当する貸出金です。

４．「三月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金（１及び２に掲げ

るものを除く。）です。

５．「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建等を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶

予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金（１、２及び４に掲げるものを除く。）です。

６．「正常債権」とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がない債権（１、２及び３に掲げるものを除く。）です。

７．「担保・保証額」は、自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額の合

計額です。

８．「貸倒引当金」には、正常債権に対する一般貸倒引当金を除いて計上しております。

９．「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」及び「正常債権」が対象となる債権は、貸借対照表の「有価証券」中

の社債（その元本の償還及び利息の支払の全部又は一部について保証しているものであって、当該社債の発行が有価証券の

私募（金融商品取引法第２条第３項）によるものに限る。）、貸出金、外国為替、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並

びに債務保証見返の各勘定に計上されるもの並びに注記されている有価証券の貸付けを行っている場合のその有価証券（使

用貸借又は賃貸借契約によるものに限る。）です。

１０．金額は決算後（償却後）の計数です。
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金沢市94.0%
20,397百万円

かほく市・河北郡2.3%
505百万円

白山市0.8%
309百万円

野々市市0.8%
179百万円

その他1.5%
324百万円

金沢市89.2%
9,651百万円

かほく市・河北郡4.3% 
465百万円

野々市市4.6%
501百万円

白山市1.0%
105百万円

その他0.9%
91百万円

Ⅰ 地域に貢献する信用組合の経営姿勢

Ⅱ 預金を通じた地域貢献

Ⅲ 融資を通じた地域貢献

Ⅳ お取引先への支援状況、及び地域の活性化のための取組状況等

地地地地地地地地地地地地地地地地地地地地地地地地地地地地地地地地域域域域域域域域域域域域域域域域域域域域域域域域域域域域域域域域貢貢貢貢貢貢貢貢貢貢貢貢貢貢貢貢貢貢貢貢貢貢貢貢貢貢貢貢貢貢貢貢献献献献献献献献献献献献献献献献献献献献献献献献献献献献献献献献にににににににににににににににににににににににににににににににに関関関関関関関関関関関関関関関関関関関関関関関関関関関関関関関関すすすすすすすすすすすすすすすすすすすすすすすすすすすすすすすするるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるるる事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事項項項項項項項項項項項項項項項項項項項項項項項項項項項項項項項項

当組合は、金沢市の武蔵ヶ辻近江町地区・駅西地区・大野地区に店舗を配置し、石川県内において
事業を営む食料品取扱業者、勤労者、その他の協同組織、及び金沢市・白山市・野々市市・かほく市・
河北郡の中小規模の事業者、勤労者、その他の協同組織、住民が組合員となって、お互いに助け合い、
発展していくという相互扶助の基本理念に基づき運営されている協同組合組織金融機関です。
中小零細事業者や勤労者、その家族、住民など一人ひとりの顔が見える取引、すべてに手の届くキ

メ細かな取引をモットーにしており、常にお客様（組合員）の事業の発展や生活の質の向上に貢献す
るため、組合員の利益を第一に考えることを活動の基本としております。
また、地域社会の一員として、組合の経営資源を活用し、地域社会の生活の質の向上や文化の向上

に積極的に取組んでおります。

○預金の状況
当組合は、個人より１２，５９４百万円、法人（個人以

以外）より９，１５５百万円をお預かりいたしております。

○預金の地区別状況
当組合の預金は、金沢市を中心とする地元地域

の皆様からの預金で占められております。

○特別金利等の定期預金の取扱い
当組合では、お客さまのニーズなどに合わせて期間限

定の特別金利の定期預金や懸賞金付き定期預金などを取り扱っており、ご好評頂いております。

○貸出金の利用状況
当組合は、個人向け融資２，１９３百万円、事業性
融資８，６１９百万円のご利用を頂いております。

○貸出金使途の利用状況
当組合は、設備資金５，５３６百万円、運転資金５，２７６

百万円のご利用を頂いております。

○貸出金地区別の利用状況
当組合の貸出金は、金沢市を中心とする地元地

域の皆様にご利用頂いております。

○地方自治体の制度融資の利用状況
当組合は、石川県や金沢市の中小企業向け制度融資の取扱窓口に指定されており、令和６年度は、

石川県制度融資１３件２６９百万円、金沢市制度融資５件１７百万円を、新たにご利用頂きました。

○住宅ローン・消費者ローンの利用状況
当組合は、組合員の皆様に、より豊かな暮らしづくりのお手伝いとなるよう住宅ローンや各種消

費者ローンの融資を行っており、住宅ローン１，２９２百万円、消費者ローン２２５百万円のご利用を頂い
ております。

○経営改善支援
当組合では、取引先に対するコンサルタント機能を発揮するうえで最も重要なことは、お客様と

の信頼関係を築くことであると考え、定期的かつ継続した訪問活動等によりお客様との親密な関係
を築くことに重点を置き活動しています。
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Ⅴ 地域サービスの充実

こうした活動を通じてお客様の経営実態を把握し、抱えておられる経営課題等の相談に親身に
なって対応できるよう心がけています。
さらに、経営支援部・審査管理部と各営業店が連携し経営改善計画策定の支援と金融の円滑化に

努めています。また、TKC全国会と提携し認定経営革新等支援機関である公認会計士事務所との
連携も行っております。

○創業支援
商工組合中央金庫及び日本政策金融公庫との業務提携・協力の枠組みへ参加し創業支援を行って

おります。

○地域振興・活性化への取組み
地域の振興・活性化のための保証・担保に過度に依存しない事業者ローンの取扱いを行っています。

○北陸税理士会と中小企業支援での連携について
当組合は、北陸税理士会の石川県内５支部と中小企業支援のための業務協力に関する連携協定を

締結しており当組合と北陸税理士会は相互に連携して、中小企業の育成ならびに事業承継、経営相
談等、より一層の支援を行ってまいります。

○他の金融機関等との連携について
当組合は、他の金融機関や信用保証協会等と緊密な連携を図る必要が生じたときは守秘義務に留

意しつつお客様の同意を得たうえで、情報の確認・照会を行うなど地域金融の円滑化に努めてまい
ります。

○キャッシュカードサービス
当組合のキャッシュカードは、全国の信用組合、銀行、郵便局や

コンビニエンス・ストアの ATMで利用可能であり、さらに『しんく
みお得ネット』では、提携する信用組合の ATMで指定の時間内で
あれば、お引出し手数料を支払うことなく現金の引出しが可能です。
また、ATM利用手数料（振込手数料は除く）が戻ってくる「キャッ
シュバックサービス」も行っております。

○法人向けインターネットバンキングサービスの取扱い
事業所のパソコンからインターネットを通じて預金口座の「残高確認」

「入出金明細の照会」「お振込・振替」「データ伝送サービス（総合・給与
振込）」等のお手続きがご来店いただかずに行え、小切手に代わる決済手
段としての法人向けインターネットバンキングサービス「ちゅうしんネッ
トバンキング」の取扱いをいたしております。
インターネットに接続可能なパソコンをお持ちの法人および個人事業主

の方が対象で、お客様の事務効率化が図れるサービスです。

○全国の信用組合で通帳記帳が可能
当組合では、全国の信用組合の ATM（一部の信用組合を除きます）で

普通預金の通帳記帳が相互に可能な「信用組合 ATM相互記帳提携」を平成２９年１１月より開始し、
お客様の利便性向上に努めています。

○年金受給者への訪問活動等
当組合で年金をお受け取りになられている方々へお誕生月にささやかなお

祝いの品をお渡ししております。
また、２００万円を上限として店頭金利より０．０８％金利を上乗せした「ちゅ
うしん年金定期とくとく」の取り扱いを行っております。

○くらしの情報提供
当組合では、隔月発行のいきいきライフを応援するしんくみ情報誌「ボン

ビバーン」を店頭等でお配りしております。
また、インターネットのホームページを開設し各種情報を発信しております。
（ホームページアドレス https : //www.kanazawachuo.shinkumi.jp/)
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Ⅵ 文化的・社会的貢献に関する活動

○地域行事への参加

当組合では、各店地域の交流を進めるとともに、地域ぐるみの諸行事等に積極的に協賛・参加し
て、ふれあいの輪を広げております。

○ロビー展の開催

店舗のロビーをお客様の交流の場と位置付
け、地域の方々へ開放し各種展覧会等で利用い
ただいております。
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○クレジットカードでの社会貢献

当組合では、信用組合と㈱オリエントコーポレーションが提携し

共同開発した社会貢献型クレジットカード「しんくみピーターパン

カード」の取扱いを行っております。このクレジットカードでショッ

ピング等にご利用されたご利用額の０．５％が地域のチャリティ関連

諸団体やロンドンの「グレート・オーモンド・ストリート病院こど

もチャリティ」等に寄付されます。

寄付された資金は、難病や障害と闘っている子どもたちへの健全

な育成活動に役立てられています。（お客様は、カードをご

利用になるだけでご負担はありません）

また、当地域では、令和７年２月６日「石川県肢体不自由

児協会」へ寄付させていただきました。

○献血活動の実施
当組合では、社会貢献の一環として役職員が定期的に献血に協力しています。

○「認知症サポーター認定所」

職員が「認知症サポーター養成講座」を受講し認知症についての知識や理

解を深めています。

また、当組合では、「認知症サポーター認定所」に登録され、地域で生活

する高齢者が、認知症という病気になっても住み慣れた地域で安心して生活

できるよう貢献してまいります。
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○「しんくみの日」の活動

９月３日を「しんくみの日」、９月１日～７日を「しんくみの日週間」と定め、全国の信用組合
が日ごろの感謝を込めたさまざまなイベントや奉仕活動を実施しています。
当組合では、本活動に合わせて令和６年９月４日に「近江町市場」と「金沢中央市場通り商店街」
周辺において役職員が参加して清掃を行いました。

○特殊詐欺被害の未然防止活動

【石川県警との「特殊詐欺等対策の連携に関する協定」の締結】
石川県内で特殊詐欺や SNSを悪用した詐欺被害が多発していることを受け、令和７年６月１１日
に石川県警と当組合を含む県内に本店のあるすべての金融機関が本協定を締結し連携して詐欺等被
害の防止に取り組むことといたしました。
本協定は、特殊詐欺等に使用された不正利用口座等の情報を警察が金融機関に提供して金融機関

の顧客に被害が拡大することを防ぎ、また、金融機関が詐欺被害の疑いがある取引を確認した場合
に警察へ通報することなどに取り組んでいくこととしています。

【ATM取引の一部制限】
特殊詐欺被害を防止するため、ATMからの取引に一部制限を設けています。ご不便をお掛けい

たしますが、被害防止活動の一環でありご理解とご協力をお願いいたします。

取引の制限を受ける方 年齢７０歳以上で、過去３６か月以上カード振込が未利用の方

制限の内容 ATMを利用したカード振込の振込限度額を１千円とします



－２６－

Ⅶ 能登半島地震への対応

令和６年元日に発生した能登半島地震は、建物やインフラへの直接的な被害のみならず、地域の経
済活動の停滞、観光需要の減退、地域コミュニティの喪失など当地域に甚大な被害を与えることとな
り、当組合組合員においても、コロナ禍からの回復機運が一気に失われ、事業者の組合員だけではな
く、住宅被災にあわれた個人組合員の方々へも大きな打撃となりました。
インフラの復旧や北陸新幹線敦賀延伸や旺盛なインバウンド需要により、一部には緩やかな景気の

回復も見られますが、当組合では引き続き事業再建・生活再建に向け、外部専門機関等の協力も得て、
組合員の皆様に寄り添い必要な支援策の提供に努めて参ります。

○資金繰り支援の取組み
今回の震災からの復興には相応の時間を要することから、仕入れ及び販路の確保には未だ課題が

残されており、当組合では組合員の皆様の資金繰り等に重大な支障が生じないよう業況把握等に努
めています。
物価高・震災復興対応による伴走支援等、制度融資のみならず、【ちゅうしん活性化ローン】、【ちゅ
うしん改善支援ローン】の２つの事業者ローンを用意し、資金繰り支援に努めております。
なお、迅速な資金繰り支援を行うため、積極的なつなぎ融資や日本政策金融公庫と連携し小規模

事業者の資金繰り支援を行っています。また、個人の組合員の方々についても、その方々にあった
オーダーメイド型の提案、支援を心掛けております。

○生活支援の取組み
生活再建への支援については、組合員の方々にあったオーダーメイド型の提案、支援を心掛けて

おります。

「経営者保証に関するガイドライン」への対応について

【「経営者保証に関するガイドライン」への取組方針】
当組合では、「経営者保証に関するガイドライン」の趣旨を踏まえ、本ガイドラインを遵守・尊重
してまいります。

事業性融資における経営者保証については一律的・機械的に取得することなく、お客様の状況に応
じて、保証契約の必要性を十分に検討するとともに、経営者保証を頂く場合には、その理由や範囲等
について真摯にかつ丁寧にご説明し、お客様にご理解・ご納得をいただけますよう努めてまいります。

１．お客様と保証契約を締結する際、主に以下の点について確認を行い、その上で保証金額を含め総合
的な検討を行います。

① 法人と経営者個人の資産・経理が明確に分離されている。
② 法人と経営者の間の資金のやりとりが、社会通念上適切な範囲を超えない。
③ 法人のみの資産・収益力で借入返済が可能と判断し得る。
④ 法人から適時適切に財務情報等が提供されている。
⑤ 経営者等から十分な物的担保の提供がある。

審査の結果、保証をご提供いただく場合、「どの部分が十分でないために保証契約が必要となるの
か」「どのような改善を図れば保証契約の変更・解除の可能性が高まるのか」等につきましてご説明
させていただきます。また、将来的な保証契約の見直しに向けた経営改善のお手伝いをさせていただ
きます。

２．万一、保証履行を請求せざるを得ない状況の場合にも、一律に保証金額の全額に対して請求を行う
ものではなく、保証履行時のお客様の資産状況等を勘案したうえで履行の範囲を決定します。

３．お客様から保証契約の変更・解除のお申出があった場合は、主に上記１．①～⑤について検討し、
改めて保証の必要性や適切な保証金額について真摯かつ柔軟に対応します。

【「経営者保証に関するガイドライン」の取り組み状況】

令和 ５ 年度 令和 ６ 年度

新規に無保証で融資した件数 ８２件 ８７件

新規融資に占める経営者保証に依存しない融資の割合 ２８．０８％ ３５．５０％

保証契約を解除した件数 １０件 ５件

経営者保証に関するガイドラインに基づく保証債務整理の成
立件数（当組合をメイン金融機関として実施したものに限る） ０件 ０件
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Ⅰ 概 要

名 称 東京弁護士会
紛争解決センター

第一東京弁護士会
仲裁センター

第二東京弁護士会
仲裁センター

住 所 〒１００－００１３
東京都千代田区霞ヶ関１－１－３

〒１００－００１３
東京都千代田区霞ヶ関１－１－３

〒１００－００１３
東京都千代田区霞ヶ関１－１－３

電 話 ０３－３５８１－００３１ ０３－３５９５－８５８８ ０３－３５８１－２２４９

受付日
時 間

月～金（除 祝日、年末年始）
９：３０～１２：００、１３：００～１５：００

月～金（除 祝日、年末年始）
１０：００～１２：００、１３：００～１６：００

月～金（除 祝日、年末年始）
９：３０～１２：００、１３：００～１７：００

名 称 生命保険相談所
(一般社団法人生命保険協会）

そんぽ ADRセンター
(一般社団法人日本損害保険協会）

住 所 〒１００－０００５
東京都千代田区丸の内３－４－１

〒１０１－８３３５
東京都千代田区神田淡路町２－９

電 話 ０３－３２８６－２６４８ ０５７０－０２２－８０８

受付日
時 間

月～金（祝・休日、年末年始除く）
９：１５～１７：００

月～金（祝・休日、年末年始除く）
９：１５～１７：００

苦情処理措置及び紛争解決措置の内容

当組合では、お客様により一層のご満足をいただけるよう、お取引に係る苦情等を受付けておりま
すので、お取引先店舗または総務部までお気軽にお申し出ください。
＊苦情等とは、当組合との取引に関する照会・相談・要望・苦情・紛争のいずれかに該当するも
の及びこれらに準ずるものをいいます。

【金沢中央信用組合 総務部】
住 所： 〒９２０－０９０５ 石川県金沢市上近江町１５番地
電話番号： ０ ７ ６－２ ６ １－７ １ １ １
受付時間： ９：００～１６：３０

月曜日～金曜日（祝日及び組合の休業日は除く）

▼
苦情等のお申し出は当組合のほか、しんくみ相談所をはじめとする他の機関でも受け付けています

（詳しくは、当組合総務部へご相談ください）。

【しんくみ相談所（一般社団法人 全国信用組合中央協会）】
住 所： 〒１０４－００３１ 東京都中央区京橋１－９－５
電話番号： ０ ３－３ ５ ６ ７－２ ４ ５ ６
受付時間： ９：００～１７：００

月曜日～金曜日（祝日及び協会の休業日を除く）

相談所は、公平・中立な立場でお申し出を伺い、お申し出のお客様の了解を得たうえ、
当該の信用組合に対し迅速な解決を要請します。

▼
東京弁護士会、第一東京弁護士会、第二東京弁護士会が設置運営する仲裁センター等で紛争の解決

を図ることも可能ですので、当組合総務部またはしんくみ相談所へお申し出ください。
また、お客様が直接、仲裁センター等へ申し出ることも可能です。
なお、仲裁センター等では、東京以外の地域の方々からの申立について、当事者の希望を聞いたう

えで、アクセスに便利な地域で手続を進める方法があります。
① 移管調停：東京以外の弁護士会の仲裁センター等に事件を移管する。

例えば、金沢弁護士会の仲裁センターに事件を移管し、以後、当該弁護士会の仲裁センター
で手続を進めることができます。

② 現地調停：東京の弁護士会の斡旋人と東京以外の弁護士会の斡旋人が、弁護士会所在地と東京を
結ぶテレビ会議システム等により、共同して解決に当る。
例えば、お客様は、金沢弁護士会の仲裁センターにお越しいただき、当該弁護士会の斡旋
人とは面談で、東京の弁護士会の斡旋人とはテレビ会議システム等を通じてお話しいただ
くことにより、手続を進めることができます。

＊移管調停、現地調停は全国の弁護士会で実施している訳でありませんのでご注意ください。具体的内容

は仲裁センター等にご照会ください。
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Ⅱ 内部管理態勢

当組合は、お客様からのお申出について、以下のとおり金融 ADR制度も踏まえ、内部管理態勢等
を整備して迅速・公平・適切な対応を図り、もって当組合に対するお客様の信頼の向上に努めます。

１．お客様からの苦情等については、本支店または総務部で受け付けます。

２．お申し出いただいた苦情等は、事情・事実関係を調査するとともに、必要に応じ関係部署との連
携を図り、公正・迅速・誠実に対応し、解決に努めます。

３．苦情等の受付・対応に当たっては、個人情報保護に関する法律やガイドライン等に沿い、適切に
取り扱いいたします。

４．お客様からの苦情等のお申し出は、しんくみ相談所をはじめとする他の機関でも受け付けていま
すので、内容やご要望等に応じて適切な機関をご紹介し、その標準的な手続等の情報を提供します。

５．紛争解決を図るため、弁護士会が設置運営する仲裁センター等を利用することが出来ます。その
際は、しんくみ相談所の規則等を遵守し解決に取組みます。

６．顧客サポート等に係る情報の集約、苦情等に対する対応の進捗状況および処理指示については、
総務部が一元的に管理します。

７．反社会的勢力による苦情等を装った圧力に対しては、規程等に基づき、必要に応じ警察等関係機
関との連携をとった上、断固たる対応をとります。

８．苦情等に対応するため、研修等により関連規程等に基づき業務が運営されるよう、組合内に周知・
徹底を図ります。

９．苦情等の内容について分析し、調査を行った苦情等の発生原因を把握した上、苦情等の再発防止、
未然防止に向けた取組みを不断に行います。
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■ 総代会の役割

信用組合は、組合員の相互扶助の精神を
基本理念に金融活動を通じて経済的地位の
向上を図ることを目的とした協同組織金融
機関です。また、信用組合には、組合員の
総意により組合の意思を決定する機関であ
る「総会」が設けられており、組合員は出
資口数に関係なく、一人一票の議決権及び
選挙権を持ち、総会を通じて信用組合の経
営等に参加することができます。
しかし、当組合は、組合員数が多く、総

会の開催が困難なため、中小企業等協同組
合法及び定款の定めるところにより「総代
会」を設置しています。
総代会は、総会と同様に組合員一人ひと

りの意思が信用組合の経営に反映されるよ
う、組合員の中から適正な手続きにより選
挙された総代により運営され、組合員の総
意を適正に反映し、充実した審議を確保し
ています。
また、総代会は、当組合の最高意思決定機関であり、決算や事業活動等の報告が行われるとともに、

剰余金処分、事業計画の承認、定款変更、理事・監事の選任など、当組合の重要事項に関する審議、
決議が行なわれます。
総代は、組合員の代表として、総代会を通じて組合員の信用組合に対する意見や要望を信用組合経

営に反映させる重要な役割を担っています。

■ 総代の選出方法、任期、定数

総代は、総代会での意思決定が広く組合

員の意思を反映し適切に行われるよう、組

合員の幅広い層の中から、定款及び総代選

挙規約に基づき、公正な手続きを経て選出

されます。

�１ 総代の選出方法

総代は組合員であることが前提条件で

あり、総代選挙規約等に則り、公平に選

挙を行い選出されます。

なお、総代候補者（立候補者（推薦を

含む））の数が総代定数を超えない場合

は、その候補者（立候補者（推薦を含む））

を当選者として投票は行っておりませ

ん。

�２ 総代の任期

総代の任期は３年となっております。

�３ 総代の定数

総代の定数は、１００名以上１９０名以内です。

総総総総総総総総総総総総総総総総総総総総総総総総総総総総総総総総 代代代代代代代代代代代代代代代代代代代代代代代代代代代代代代代代 会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会

《総代選挙までの手続き》
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《総代の属性別構成比》

【年齢別】 【職業別】 【業種別】

■ 第１０１期定時総代会のご報告

「第１０１期定時総代会」は令和７年６月１９日午後５

時３０分より近江町市場商店街振興組合消費者会館３階

ホールにて開催され下記の事項が付議され、議案の説

明・審議を経て満場異議なく全議案が可決・承認され

ました。

＜報告事項＞ 第１０１期事業報告、貸借対照表および損益計算書報告の件

＜決議事項＞ 第１号議案 剰余金処分（案）承認の件

第２号議案 第１０２期事業計画および収支予算（案）承認の件

■ 総代のご紹介

（総代定員１９０名中 １１９名）令和７年６月１９日現在 （敬称略）

【金沢市】
１０５名

安宅 雅夫⑫ 荒井 亮介① 荒木 優① 池内 孝輔⑨ 石黒由紀子① 石田 順一⑦
石山 博之① 岩内 一郎① 上農 俊洋④ 上村 正④ 鵜飼 修司① 後 外志広⑧
江口 弘泰③ 大浦 政昭⑫ 大澤 一嘉⑧ 大谷 康史② 大友 伸司③ 大西 信哉①
岡谷 清史① 桶川 治秀② 桶谷 良子① 乙村 隆司① 柿木五輪夫① 柿木 茂③
片山 明浩③ 片山 茂② 紙谷 一成④ 川名 美穂① 神田 晃治④ 北 久三男④
北 惠子④ 北形 誠① 北川 紀吉③ 木戸 義治⑨ 玄田 学⑦ 小泉香代子①
越村 勝行⑫ 越村 収一④ 越村 巧② 小寺 賢一④ 小林 哲昭① 齊田 隆⑨
坂本 実⑫ 佐々木信明⑧ 塩川 英広⑫ 子甫 和夫⑧ 島田 弘⑫ 下出 雅之③
新保 健司② 新保 茂樹③ 杉本 雅宏⑫ 鈴木 圭子① 高田真弓子① �野 麗①
忠村 健司⑨ 辰村 剛③ 近岡 修① � 幸三③ 津田 宏④ 徳田 賢一⑧
得永 哲生① 中田 昭雄④ 中村 裕一① 西 正男⑧ 西村 克秀④ 則竹 良雄⑤
平野 昭英① 広村 毅一⑧ 藤井 勇⑫ 二永 純宏⑧ 宝島 和樹① 本田 法生⑧
牧 友喜雄③ 松川 治彦⑨ 松任 紀夫⑨ 松本 利勝② 松本 久典⑤ 松本 雅之⑨
水野 市郎⑤ 宮村 宏志⑧ 村上慎太郎① 村端 一男③ 村本 広之① 安田 恒夫④
山口 孝⑤ 山� 良則③ 山本 哲夫④ 横井 良治④ 吉川 進⑥ 吉田 一幸③
吉村 一③
荒井 一夫⑦ 粟森 長八⑦ 石田 孝直② 越本 稔⑦ 紺田 健司⑦ 笹田 裕明⑦
銭谷 譲一② 忠村 光宏⑦ 田中 義信⑦ 直江 茂行⑦ 番井 吉一② 宮下 清⑦
三好 研一⑦ 渡辺 隆志①

【白山市】
２名

松田 雅典② 松村 邦寛⑩

【かほく市・河北郡】
１０名

飯田 修⑨ 伊藤 幸男⑨ 大窪 勉② 加茂川秀樹① 川邉 俊彦② 下村 秀幸⑥
野村 幸司④ 平村 敏一⑫ 別宗 博道① 三宅雄之介④

【野々市市】
２名

田村 吉男② 松岡 暢也③

（注）氏名の後に就任回数を記載しております。

※「業種別」は法人役員、
個人事業主に限る。
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（単位：千円）

区 分 当期中の報酬支払額 総会等で定められた報酬限度額

理 事 ２５，２１８ ３０，０００

監 事 １，７７５ ６，０００

合 計 ２６，９９４ ３６，０００

（注）１．上記は、協同組合による金融事業に関する法律施行規則第１５条別紙様式４号「附属明細書」における役員に対する報酬

です。

２．支払人数は、理事１３名、監事２名です。

役役役役役役役役役役役役役役役役役役役役役役役役役役役役役役役役員員員員員員員員員員員員員員員員員員員員員員員員員員員員員員員員等等等等等等等等等等等等等等等等等等等等等等等等等等等等等等等等のののののののののののののののののののののののののののののののの報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報酬酬酬酬酬酬酬酬酬酬酬酬酬酬酬酬酬酬酬酬酬酬酬酬酬酬酬酬酬酬酬酬体体体体体体体体体体体体体体体体体体体体体体体体体体体体体体体体系系系系系系系系系系系系系系系系系系系系系系系系系系系系系系系系

■ 対象役員

当組合では、理事全員及び監事全員（非常勤を含む）の報酬体系を開示しております。対象役員に対

する報酬等は、職務執行の対価として支払う「基本報酬」、在任期間中の職務執行及び特別功労の対価

として退任時に支払う「退職慰労金」で構成されております。

１．報酬体系の概要

【基本報酬】

非常勤を含む全役員の基本報酬につきましては、総代会において、理事全員及び監事全員それぞ

れの支払総額の最高限度額を決定しております。

各理事の基本報酬額につきましては役位や在任年数等を勘案し、当組合の理事会において決定し

ております。また、各監事の基本報酬額につきましては、監事の協議により決定しております。

【退職慰労金】

退職慰労金につきましては、在任期間中に毎期引当金を計上し、退任時に総代会で承認を得た後、

支払っております。

２．役員に対する報酬

３．その他

「協同組合による金融事業に関する法律施行規則第６９条第１項第６号等の規定に基づき、報酬等に

関する事項であって、信用協同組合等の業務の運営又は財産の状況に重要な影響を与えるものとして

金融庁長官が別に定めるものを定める件」（平成２４年３月２９日付金融庁告示第２３号）第３条第１項第

３号及び第５号に該当する事項はありません。

■ 対象職員等

当組合における報酬体系の開示対象となる「対象職員等」は、当組合の非常勤役員及び職員であって、

対象役員が受ける報酬等と同等額以上の報酬等を受ける者のうち、当組合の業務及び財産の状況に重要

な影響を与える者をいいます。

なお、令和６年度において、対象職員等に該当する者はいませんでした。

（注）１．対象職員等には、期中に退任・退職したものを含めております。

２．「同等額」は、令和６年度に対象役員に支払った報酬等の平均額としております。

３．当組合の職員の給与、賞与及び退職金は当組合における「給与規程」及び「職員退職給与規程」に基づき支払っており

ます。

なお、当組合は、非営利・相互扶助の協同組合組織の金融機関であり、業績連動型の報酬体系を取り入れた自組合の利

益を上げることに動機づけられた報酬となっていないため、職員が過度なリスクテイクを引き起こす報酬体系ではありま

せん。
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理 事 会

理 事 長
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本 店 営 業 部 市 場 支 店 大 野 営 業 部

事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事事 業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業 のののののののののののののののののののののののののののののののの 組組組組組組組組組組組組組組組組組組組組組組組組組組組組組組組組 織織織織織織織織織織織織織織織織織織織織織織織織織織織織織織織織

組織図

役員一覧

理 事 長／山 口 孝 理 事／鵜 飼 修 司 （※）

常勤理事／佐々木 信 明 理 事／大 西 信 哉 （※）

常勤理事／徳 田 賢 一 理 事／池 内 孝 輔 （※）

常勤理事／田 村 吉 男 理 事／辰 村 剛 （※）

理 事／坂 本 実 （※） 理 事／直 江 茂 行 （※）

理 事／平 村 敏 一 （※） 常勤監事／別 宗 博 道

理 事／川 邉 俊 彦 （※） 員外監事／池 水 龍 一

理 事／荒 井 亮 介 （※）

（令和７年６月１９日現在）

注）当組合は、職員出身者以外の理事９名（※印）の経営参画により、ガバナンスの向上や組合員

の意見の多面的な反映に努めています。

会計監査人の氏名又は名称

太陽有限責任監査法人（令和７年６月末現在）
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金沢港

大野町

粟ヶ崎

金沢東IC

金沢西IC

金沢

七ツ屋

石川県庁

西部緑地公園

西金沢

金沢市役所

新西金沢 西泉
野町

香林坊

片町
兼六園

卯辰山公園

北陸自動車道
山側環状線

大野町

粟ヶ崎

蚊爪

北間

大河橋

三ツ屋

三口

割出

森本

磯部

金沢東IC

金沢西IC

金沢

東金沢

西念

上諸江

七ツ屋

石川県庁

西部緑地公園

西金沢

金沢市役所

新西金沢 西泉
野町

武蔵

香林坊

片町

金沢城跡金沢城跡

兼六園

卯辰山公園

北陸自動車道
山側環状線

8 8

大野営業部大野営業部

本店営業部本店営業部市場支店市場支店

店舗一覧（自動機器設置状況）（令和７年６月現在）

店 舗 名 郵便番号 所 在 地 電 話 番 号 ATM数

本 店 ９２０－０９０５ 金沢市上近江町１５番地 ０７６－２６１－７１１１ １台

市 場 支 店 ９２０－００２４ 金沢市西念４丁目７番１号 ０７６－２６３－２２０１ １台

大 野 営 業 部 ９２０－０３３１ 金沢市大野町４丁目１６３番地 ０７６－２６７－１１７５ １台

○すべての店舗に「コミュニケーションボード」及び「筆談ボード」を設置しています。
当組合では、バリアフリーを推進する観点から、「コミュ

ニケーションボード」及び「筆談ボード」を全店に設置いた
しました。「コミュニケーションボード」は、聴覚障がい者
など話し言葉や文字によるコミュニケーションに不安を感じ
ていらっしゃるお客さまと手続き内容等について円滑に意思
疎通を図るためのツールとしてお客さま及び当組合双方で利
用していくものです。
また、伝わりにくい言葉を正確に伝える手段として「筆談

ボード」も併せて全営業店の店内に設置しています。

○すべてのATMが「視覚障がい者」や「ご高齢者」に配慮したATMです。
当組合では、地域社会への貢献の一環として、目の不自由な方でも ATMをご利用いただけるよう、

「視覚障がい者対応 ATM」の設置を全店で設置しております。
また、このATMでは、ご高齢者にとっても使い易いように「かんたん操作モード」を搭載しています。

�
�
�
�

【視覚障がい者対応 ATM】
音声ガイダンスに従いながら、ATM画面の周りに取り付けした凸状の

「触覚記号」から、指を操作画面上の操作キーに滑らせ、操作します。

�
�
�
�
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地 区 対 象 者

石 川 県 全 域 食料品取扱業者及びこれに関連する事業者、勤労者、その他の協同組織

金沢市・かほく市・
野々市市・白山市・
河北郡

地区内に住所または居所を有する方及び中小規模の事業者、勤労者、その他
の協同組織

地区一覧

当組合は下記の地区を営業エリアとしています。

当組合のあゆみ

大正１３年２月 産業組合法による金沢水産信用購買利用組合として設立
昭和２５年２月 中小企業等協同組合法により金沢水産信用組合に改組
昭和４１年７月 金沢中央市場信用組合に改称

金沢中央卸売市場に市場支店を開設し、２店舗となる
昭和４３年１１月 本店を金沢市上近江町１５番地に新築
昭和５０年７月 金沢中央信用組合に改称
昭和５４年９月 市場支店増改築
昭和５６年９月 勘定系バッチシステム稼働
昭和５９年６月 普通預金等一部勘定系のオンラインシステム稼働
平成２年５月 総合オンラインシステム稼働
平成７年２月 しんくみ全国共同センター（SKC）に加盟
平成１２年３月 全店に ATM（現金自動受払機）設置
平成１２年４月 郵貯CDオンライン提携開始
平成１３年４月 業務対象を業域から一部地域へ変更

デビットカードサービスの開始
平成１４年１月 不動信用組合の事業譲り受け
平成１４年１０月 しんくみお得ネットサービス（信用組合 ATM利用料相互無料サービス）提携開始
平成１６年５月 アイワイバンク銀行（現セブン銀行）ATM利用提携開始
平成１７年３月 大野信用組合と合併し、大野営業部開設３店舗となる
平成１７年４月 火災保険の窓販取扱開始
平成１８年１月 ATM相互入金提携開始
平成２０年９月 イオン銀行 ATM利用提携開始
平成２２年３月 MROラジオで組合CM放送
平成２４年１０月 標準傷害保険「しんくみホッとプラン」の窓販取扱開始
平成２５年２月 でんさいネットサービスの取扱開始
平成２６年６月 個人年金保険の窓販取扱開始

ビューカード ATM利用提携開始
平成２７年２月 個人医療保険の窓販取扱開始
平成２９年４月 データ振込サービス開始
平成２９年７月 個人型確定拠出年金（iDeCo）の取扱開始
平成２９年８月 大野営業部リニューアルし業務開始
平成２９年１１月 信用組合 ATM通帳相互記帳提携開始
平成３０年６月 遺言代用信託「しんくみ相続信託」の取扱開始
令和３年１２月 「≪ちゅうしん≫ ビジネスネットバンキング」の取扱開始
令和４年１１月 手形・小切手等の電子交換業務開始
令和５年５月 第７次新しんくみ全国共同センター稼働開始
令和５年１０月 第５９回全国信用組合大会において、優良信用組合として特別表彰を受ける
令和５年１２月 みずほ証券（株）との間で、新NISA を主とした顧客紹介業務の取扱開始
令和６年２月 組合創立１００周年を迎える
令和６年９月 組合創立１００周年記念祝賀会（ホテル日航金沢）
令和６年１２月 ことら送金サービスの開始
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当組合は大正１３年２月に産業組合法に基づく「金沢水産信用購買利用組合」として、金沢市民の台所

「近江町市場」にて創立され、令和６年２月に創立１００年を迎えることができました。

創立以来、大正から昭和、平成、そして令和と４つの元号にわたり、水産物卸・小売事業者を中心に

地域の皆さまの身近な金融機関としてご愛顧いただいてまいりました。

これからも、地域の文化・産業を支えることが信用組合の原点であり、基本理念である「相互扶助」

の精神のもと、組合員の皆さまと共に歩み続け『愛され・親しまれ・頼られる』コミュニティ・バンク

を目指してまいります。

◆組合創立百周年記念イベント等

○優良信用組合の特別表彰受賞

令和５年１０月２０日に開催された第５９回全国信用組合大会において、優良信用組合としての特別表

彰を受けました。

○百年史の発刊

当組合創立１００年を迎え、大正時代の創立期から

現在までの当組合の歩みを記念誌「金沢中央信用組

合 百年史」に取りまとめ編纂いたしました。

○特別定期預金、定期積金の発売

当組合創立１００年を記念し、店頭表示金利から上乗せを実施した、特別定期預金および定期積金

を発売しました。

○組合創立百周年記念式典の開催

令和６年９月１５日、ANAクラウンプラザホテルにて総代やお取引先など約１３０名が出席して創立

百周年記念式典及び祝賀会を開催し、当組合理事長山口孝が「必要とされ信頼される信用組合とし

て地域に寄り添った事業活動を続けていく」と式辞を述べ、来賓の馳石川県知事、村山金沢市長、

三原北陸財務局長より祝辞をいただきました。また、記念式典の前には大川日本銀行金沢支店長に

よる「最近の金融情勢について」と題して記念講演も行いました。

【記念講演】

大川日本銀行金沢支店長
による記念講演
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【記念式典】

【祝賀会】

山口理事長

金沢三茶屋芸妓衆 永年勤続表彰

馳石川県知事 村山金沢市長 三原北陸財務局長

安宅金沢商工会議所会頭 北村全国信用協同組合
連合会理事長

紙谷近江町市場商店街
振興組合理事長

池内金沢中央水産物卸
協同組合理事長
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預金業務

融資業務

●個人ローン

種 類 内 容 預入期間 お預け入れ額

総合口座
普通預金と定期預金を１冊の通帳にまとめ、その定期預
金を担保にして自動借入れ（当座貸越）ができる便利な
口座です。

出し入れ自由 １円以上

普通預金 給与・年金・配当金の自動受取や公共料金の自動支払等
お財布がわりにご利用いただけます。 出し入れ自由 １円以上

無利息型普通預金 利息の付かない普通預金で、平成１７年４月以降のペイオフ
解禁後も預金保険制度により全額保護の対象になります。 出し入れ自由 １円以上

納税準備預金 納税資金を計画的に準備していただく預金です。 入金は、自由
引き出しは納税時 １円以上

当座預金 会社や商店の決済用口座です。商取引のお支払に小切手
をご利用いただけますので安全で効率的です。 出し入れ自由 １円以上

通知預金 まとまった資金の短期間の運用に最適です。 ７日以上 １，０００円以上

大口定期預金 １，０００万円以上のまとまった資金の運用に最適です。 １か月以上
５年以内 １，０００万円以上

スーパー定期預金 余裕資金の運用に最適です。お預入れ時の金利は満期ま
で変わりません。

１か月以上
５年以内 １００円以上

変動金利定期預金 ６か月ごとに適用金利が変動する定期預金です。 １年以上
３年以内 １００円以上

期日指定定期預金 １年の据置期間経過後は、１か月前のご連絡でいつでも
お引き出しいただけます。

３年以内
（１年据置）

１００円以上
３００万円以内

積立定期預金 目的に合わせて積立てる預金です。
・１５年以内の満
期日指定型
・エンドレス型

１００円以上

定期積金 教育・住宅の増改築など、目標に合わせて計画的な資金
づくりにご利用いただけます。

６か月以上
５年以内 １，０００円以上

種 類 内 容 ご融資金額 ご返済期間

フリーローン・
チョイス

お使い道が自由なのであらゆる資金としてご利用いただ
けます。
なお、保証会社の審査により、４段階の金利が適用されます。

＜保証会社＞ 全国しんくみ保証㈱

１，０００万円以下
１５年以内
（事業性：１０年
以内）

スピードローン

最短６０分で審査回答いたします。
お使い道が自由で簡単な手続きでお申込みいただけます。
なお、保証会社の審査により、４段階の金利が適用されます。

＜保証会社＞ ㈱クレディセゾン

５００万円以下 １０年以内

フリーローン・
ビッグ

お使い道が自由なので借り換えも含めあらゆる資金とし
てご利用いただけます（ただし、事業性資金は除きます）。
なお、保証会社の審査により、５段階の金利が適用されます。

＜保証会社＞ ㈱ドコモファイナンス

５００万円以下 １０年以内

カードローン・ス
テップ／ジャンプ

あらゆる資金にご利用可能で、カードを使用しATMよ
りご利用限度額内なら繰り返しご利用いただけます（た
だし、事業性資金は除きます）。

＜保証会社＞ 全国しんくみ保証㈱

２０万円
～１００万円
（ステップ）

５０万円
～３００万円
（ジャンプ）

３年自動更新

多目的ローン

自家用車、自宅リフォーム、教育資金等、お使い道が明確
なものにご利用いただけます（見積書が必要です。また、
事業性資金は除きます）。なお、保証会社の審査により、
３段階の金利が適用されます。

＜保証会社＞ 全国しんくみ保証㈱

２，０００万円以下

１５年以内
（お使い道に
よっては１０年
以内）

職域提携フリー
ローン

当組合と職域優遇等に関する協定を締結した企業にお勤
めで、勤続１年以上の方がご利用いただけます。お使い
道が自由な資金としてご利用いただけます。
なお、保証会社の審査により、４段階の金利が適用されます。

＜保証会社＞ 全国しんくみ保証㈱

１，０００万円以下 １０年以内
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●事業者ローン

各種サービス業務

種 類 内 容 ご融資金額 ご返済期間

極度型教育ローン・
チャンス

専門学校・短大・大学・大学院等の受験時から在学中の
教育資金について、極度額の範囲内であれば繰返しご利
用いただけます。

＜保証会社＞ 全国しんくみ保証㈱

５００万円以下 卒業予定月後
最長８年４か月

住宅ローン
住宅の購入および土地取得、新築、増改築、住宅ロー
ン借換資金等にご利用いただけます。

＜保証会社＞ 全国保証㈱
１億円以下 ３５年以内

種 類 内 容 ご融資金額 ご返済期間

ちゅうしん
活性化ローン

事業者の事業継続のための運転資金としてご利用いただ
けます。 １，０００万円以下 １０年以内

ちゅうしん
改善支援ローン

第三者の専門家派遣制度を活用し事業改善を行う事業者
の事業継続のための運転資金としてご利用いただけま
す。

１，０００万円以下 １０年以内

北陸税理士会
提携ローン

北陸税理士会会員税理士と顧問契約を１年以上結んでい
る中小企業者の方が対象で運転資金としてご利用いただ
けます。

５００万円以下 ３年以内

一般のご融資
・割引手形
・手形貸付
・証書貸付
・当座貸越

商業手形の割引にご利用ください。
運転資金等の短期事業資金にご利用ください。
設備資金等の長期事業資金にご利用ください。
当座預金の不足の際に自動融資をご利用いただくご契約です。

地方公共団体制度
融資 地方公共団体による各種制度融資を取り扱っています。

代理貸付
各機関の取扱窓口として、各種代理貸付を取扱っています。
全国信用協同組合連合会、株式会社日本政策金融公庫、株式会社商工組合中央金庫、独立行
政法人住宅金融支援機構、独立行政法人福祉医療機構、独立行政法人中小企業基盤整備機構

サービス名 内 容

自動受取サービス 給料・ボーナス、各種年金、配当金等をご指定の預金口座でお受け取りいただけます。

自動支払サービス 公共料金、クレジット代金、保険料等をご指定の預金口座から自動的にお支払いい
ただけます。

キャッシュカードサービス 当組合および全国の金融機関、郵便局のATMでキャッシュカードがご利用できます。

デビットカードサービス キャッシュカードでお買物のお支払いができます。

QR・バーコード決済
サービス

スマートフォンアプリ等を利用して、サービス加盟店での決済を預金口座から
キャッシュレスで行うサービスです。現在、BankPay サービスを取り扱っています。

内国為替 全国各地の金融機関と結ばれています。

法人向けインターネット
バンキングサービス

事業所のパソコンを利用して、ご契約口座の照会、振込（振替）、データ伝送（総
合、給与・賞与振込、口座振替）とその予約がご利用いただけます。

でんさいネットサービス でんさいネットを通じて手形や売掛債権に代わる新たな金銭債権、電子記録債権「で
んさい」を活用した資金決済サービスがご利用できます。

公金・公共料金収納 国・石川県・金沢市の公金、電話・ガス・水道等の公共料金のお支払が可能です。

夜間金庫 お店の売上金などを時間外にお預けいただけます。

年金・税務の各種相談等 お気軽にご相談ください。

火災保険の窓販 当組合の住宅ローンご利用のお客様は、長期火災保険をご利用いただけます。

生命保険の窓販 お客様に個人年金保険、医療保険をご案内いたします。

傷害保険の窓販 組合員ならびに組合員のご家族に標準傷害保険（しんくみホッとプラン）をご案内
いたします。
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主な手数料のご案内（令和７年６月末現在）

●振込手数料

他金融
機 関

当組合宛

同一店内 本支店

窓 口

組合員
３万円以上 ７７０円 無 料 １１０円

３万円未満 ６０５円 無 料 １１０円

一 般
３万円以上 ７７０円 ４４０円 ４４０円

３万円未満 ６０５円 ２２０円 ２２０円

ATM
キャッシュカード
扱 い

組合員
３万円以上 ６６０円 無 料 １１０円

３万円未満 ４４０円 無 料 １１０円

一 般
３万円以上 ６６０円 ３３０円 ３３０円

３万円未満 ４４０円 １１０円 １１０円

ATM
現 金・他 金 融 機 関
キャッシュカード扱い

３万円以上 ６６０円 ３３０円 ３３０円

３万円未満 ４４０円 １１０円 １１０円

定額自動送金

組合員
３万円以上 ６６０円 無 料 １１０円

３万円未満 ４４０円 無 料 １１０円

一 般
３万円以上 ６６０円 ３３０円 ３３０円

３万円未満 ４４０円 １１０円 １１０円

デ ー タ 振 込
サ ー ビ ス

組合員
３万円以上 ６６０円 無 料 １１０円

３万円未満 ４４０円 無 料 １１０円

一 般
３万円以上 ６６０円 ３３０円 ３３０円

３万円未満 ４４０円 １１０円 １１０円

インターネットバンキング
３万円以上 ５５０円 無 料 １１０円

３万円未満 ３８５円 無 料 １１０円

●両替手数料（「金種指定払戻し」を含む）
組合員 一 般

１枚～ １０枚 無 料 無 料

１１枚～ １００枚 無 料

１０１枚～ ３００枚 ２２０円 ８８０円

３０１枚～１，０００枚 ３３０円

１，００１枚～
１，０００枚毎に
３３０円加算

１，０００枚毎に
８８０円加算

集金の際に両替を行う場合も対象となります。

お客様が「持参された紙幣・硬貨の合計枚数」と「受け取る紙幣・硬貨の合計枚
数」のうちいずれか合計枚数の多い枚数を手数料の対象とさせていただきます。

「金種指定払戻し」とは現金の払戻しの際に金種をご指定される場合のことです。
その際のお取扱い枚数は「払戻し枚数から１万円札を除いた枚数」といたします。

お取引１回あたりの両替枚数が５０枚以下でも、定期的に両替や金種指定払出しを
される場合、月間両替枚数の累計に応じて手数料の対象とさせていただくことが
あります。

次の取引にかかる場合は無料とさせていただきます。
・記念硬貨の交換および汚損した現金の交換

●インターネットバンキング契約関係手数料

法人向けインターネットバン
キング（ハードウエアトーク
ン１本付き）

標準サービス（月額） ３，３００円

シンプルサービス（月額） ２，２００円

ハードウエアトークン追加利
用料 ２個目以降１個あたり（月額） １，１００円

データ伝送サービス
全銀VALUX（月額） ３，３００円

Anser DATA PORT（月額） １１，０００円

●融資関連手数料

繰

上

返

済

住宅ローン

一部繰上返済手数料 ３３，０００円

全額繰上返済
手数料（当組
合で借り換え
る場合）

１００万円未満 ５，５００円

１００万円以上１，０００万
円未満 １１，０００円

１，０００万円以上 ２２，０００円

全額繰上返済手数料
（当組合での借り換え以外の場合） ３３，０００円

うち固定金利選択型
ローンで固定金利特
約期間中のもの

一部・全額繰上返済手数料 ３３，０００円

消費者ローン 一部・全額繰上返済手数料 ５，５００円

住宅・消費者ローン
以外（一般・事業性
証書貸付等）

一部繰上返済手数料 ３３，０００円

全額繰上返済
手数料（当組
合で借り換え
る場合）

１００万円未満 ５，５００円

１００万円以上１，０００万
円未満 １１，０００円

１，０００万円以上 ２２，０００円

全額繰上返済手数料
（当組合での借り換え以外の場合） ３３，０００円

変

更

固定金利選択型住宅
ローン 固定金利再選択手数料 １１，０００円

返済条件変更手数料
住宅・消費者ローン １１，０００円

住宅・消費者ローン以外 ３３，０００円

事

務

取

扱

新規貸付事務取扱手
数料 全国保証㈱保証付き ３３，０００円

不 動 産 担 保 取 扱
事務・調査手数料

新規設定
アパート・マンション関連ローン ７７，０００円

上記以外 ５５，０００円

抵当権の
変更
※３

極度変更 ３３，０００円

追加設定 ※４ ３３，０００円

一部抹消 ３３，０００円

全部抹消 ※５ 無 料

そ
の
他

融資可能証明書発行手数料 ※６ １通 １１，０００円

借入専用手形用紙 １枚 ２２０円

債務保証 保証書発行手数料 ４４０円

質権設定承諾 質権設定承諾書発行手数料 ５，５００円

※３ 債務者、担保提供者より申出のものが対象です。
※４ 当初契約時より追加設定を条件としたものは除きます。
※５ 但し、解除証書の再発行については３３，０００円を頂戴します。
※６ 「融資可能証明書」は、組合員の方のみ発行いたします。

●その他為替手数料

給与振込手数料
当組合宛 無 料

他金融機関宛 ２２０円

代金取立手数料

当組合宛 無 料

他金融
機関宛

電子交換 ※１ ７７０円

個別取立 ※２ １，１００円

そ の 他
振込・送金組戻し料、取立手形組戻し料
不渡手形返却料、取立手形店頭呈示料

１，１００円

※１ 各地の手形交換所による「手形交換」は、令和４年１１月４日より全国統一
の「電子交換」に替わりました。また、当日入金可能な小切手は除きます。

※２ 通帳・証書等や電子交換所に参加しない金融機関の手形等、郵送対応が必
要となる取立。

●ATMに関する利用手数料

当組合
カード

提携信組
カード

他金融機関
カード

平日

８：００～８：４５ 無 料 １１０円 １１０円

８：４５～１８：００ 無 料
出金：無 料

１１０円
入金：１１０円

１８：００～１９：００ 無 料 ２２０円 ２２０円

土曜日
９：００～１４：００ 無 料

出金：無 料
１１０円

入金：１１０円

１４：００～１７：００ 無 料 ２２０円 ２２０円

日曜日・祝日 終 日 無 料 ２２０円 ２２０円

提携信組カードは、「しんくみお得ねっと」提携信用組合が発行したキャッ
シュカードです。

●その他の手数料

再発行手数料 通帳・証書、カード、
トークン等 １件 ２，２００円

取引履歴明細表発行手数料 １依頼書（１２か月単位） ５５０円

残高証明書発行手数料 ※７ １通 ５５０円

監査法人向け残高証明書発行手数料 １通 ３，３００円

貸 金 庫 ※８
（月 額） ６６０円

（年 額） ７，２６０円

夜 間 金 庫 ※９ （月 額） ４，４００円

※７ 残高証明書には「住宅借入金等特別控除用残高証明書」も含みます。
郵送の場合、別途５５０円申し受けます。

※８ 大野営業部でのみ取扱い
※９ 本店営業部でのみ取扱い

（注） 各種手数料には消費税が含まれております。

●小切手・手形関連手数料
小切手帳 １冊（５０枚） １，１００円

約束手形用紙・為替手形用紙 １枚 １１０円

自己宛小切手発行手数料 １枚 ５５０円

マル専口座取扱手数料 （割賦販売通知書 １枚） ３，３００円

マル専手形用紙 １枚 ６６０円



資料編

・計数は、単位未満を切り捨てて表示いたしております。

－４０－



財務諸表

●貸借対照表
（単位：千円）

科 目 令和５年度末 令和６年度末

（資 産 の 部）

現 金 ２３３，９２０ １６７，９１０

預 け 金 ６，６０２，４５０ ６，６６３，７２６

有 価 証 券 ５，４０７，４７３ ５，００３，１２３

国 債 ６４３，８２０ ５８８，８６０

地 方 債 ２０５，０３０ １９３，９５０

社 債 ２，４４６，８９０ １，９９１，０４０

株 式 ２２，３００ ２２，３００

そ の 他 の 証 券 ２，０８９，４３３ ２，２０６，９７３

貸 出 金 １０，３０３，９３３ １０，８１３，８４２

割 引 手 形 ４０１ １７１

手 形 貸 付 ５７７，０１４ ７０５，７４９

証 書 貸 付 ７，７８２，２７５ ８，２３１，９３７

当 座 貸 越 １，９４４，２４２ １，８７５，９８３

そ の 他 資 産 ２９６，２７２ ２９１，２６３

未 決 済 為 替 貸 １，４８１ ６５４

全 信 組 連 出 資 金 １９６，３００ １９６，３００

前 払 費 用 １，１８１ １，３３１

未 収 収 益 ２２，４４０ ２７，４９９

そ の 他 の 資 産 ７４，８６９ ６５，４７７

有 形 固 定 資 産 ２１１，８９８ ２０４，８３０

建 物 ３０，３４１ ２９，７９３

土 地 １３６，９５０ １３６，９５０

リ ー ス 資 産 １，７５３ ８３４

その他の有形固定資産 ４２，８５２ ３７，２５２

無 形 固 定 資 産 ３，２４５ ２，１７３

ソ フ ト ウ ェ ア ２７２ １５５

リ ー ス 資 産 － －

その他の無形固定資産 ２，９７２ ２，０１８

債 務 保 証 見 返 １７１，５２４ １４８，０５５

貸 倒 引 当 金 △ ２９４，２６６ △ ２８６，８８８

（うち個別貸倒引当金） （△ ２５３，９２０） （△ ２３８，９５３）

資 産 の 部 合 計 ２２，９３６，４５２ ２３，００８，０３８

科 目 令和５年度末 令和６年度末

（負 債 の 部）

預 金 積 金 ２１，５３７，２５１ ２１，７５０，５９５

当 座 預 金 １．８６６，６６２ １，８６３，１９０

普 通 預 金 ８，０００，２４９ ８，０７０，１００

通 知 預 金 ９７，６４９ ９５，５３０

定 期 預 金 １０，９５６，５５５ １１，１１７，６８０

定 期 積 金 ５６９，７００ ５１７，１３８

そ の 他 預 金 ４６，４３４ ８６，９５５

借 用 金 － －

借 入 金 － －

当 座 借 越 － －

そ の 他 負 債 ２９，６１６ ３３，３００

未 決 済 為 替 借 ７，３１６ ２，８７６

未 払 費 用 １０，７６１ １４，４９１

給 付 補 て ん 備 金 １１８ １３９

未 払 法 人 税 等 ２９６ ２９６

前 受 収 益 ５，２０２ ７，３４５

払 戻 未 済 金 ２，３６２ ４，６９６

リ ー ス 債 務 １，７８６ ７２３

そ の 他 の 負 債 １，７７３ ２，７３１

賞 与 引 当 金 ４，２１１ ４，３１９

退 職 給 付 引 当 金 ９，８６３ ９，８６３

役 員 退 職 慰 労 引 当金 ２０，１６０ ７，８６０

偶 発 損 失 引 当 金 １，７２６ １，６６８

睡眠預金払戻損失引当金 ７８ ２６９

繰 延 税 金 負 債 － －

再評価に係る繰延税金負債 １２，１２１ １２，４５８

債 務 保 証 １７１，５２４ １４８，０５５

負 債 の 部 合 計 ２１，７８６，５５３ ２１，９６８，３８９

（純 資 産 の 部）

出 資 金 ５５６，６７９ ５５６，１４８

普 通 出 資 金 ３５６，６７９ ３５６，１４８

優 先 出 資 金 ２００，０００ ２００，０００

資 本 剰 余 金 ２００，０００ ２００，０００

資 本 準 備 金 ２００，０００ ２００，０００

利 益 剰 余 金 ４７４，９０６ ４９７，７５３

利 益 準 備 金 ２０４，３５２ ２０６，３５２

そ の 他 利 益 剰 余 金 ２７０，５５４ ２９１，４０１
特 別 積 立 金 － －
当期未処分剰余金 ２７０，５５４ ２９１，４０１

組 合 員 勘 定 合 計 １，２３１，５８６ １，２５３，９０１

その他有価証券評価差額金 △ １１３，４６９ △ ２４５，６９８

土 地 再 評 価 差 額 金 ３１，７８２ ３１，４４６

評価・換算差額等合計 △ ８１，６８７ △ ２１４，２５２

純 資 産 の 部 合 計 １，１４９，８９８ １，０３９，６４９

負債及び純資産の部合計 ２２，９３６，４５２ ２３，００８，０３８

－４１－



貸借対照表の注記事項
１．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。なお、以下の注記につ
いては、表示単位未満を切り捨てて表示しております。

２．有価証券の評価は、満期保有目的の債券については、移動平均法による償却原
価法（定額法）、その他有価証券については、事業年度末の市場価格に基づく時
価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、市場価格のない株式等につ
いては、移動平均法による原価法により行っております。なお、その他有価証券
の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。

３．土地の再評価に関する法律（平成１０年法律第３４号）に基づき、事業用の土地の
再評価を行っております。なお、評価差額については、当該評価差額に係る税金
相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除し
た金額を「土地再評価差額金」として純資産に計上しております。

再評価を行った年月日 平成１１年３月３１日
当該事業用土地の再評価前の帳簿価格 ５４百万円
当該事業用土地の再評価後の帳簿価格 ９７百万円
同法律第３条第３項に定める再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年政令第１１９号）第２条４
号に定める財産評価基本通達に基づいて、（奥行価格補正、時点修正、近
隣売買事例等による補正等）合理的な調整を行って算出しております。

４．有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、定率法（ただし、平成１０年
４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成２８年４月１日以
降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採用しております。
また、主な耐用年数は次のとおりであります。

建 物 １５年～５０年 その他 ３年～８年
５．無形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は定額法により償却しておりま
す。なお、自社利用のソフトウェアについては、当組合内における利用可能期間
（５年）に基づいて償却しております。
６．所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中のリース資産
は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

７．貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上してお
ります。
「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関

する実務指針」（日本公認会計士協会・銀行等監査特別委員会報告第４号）に規
定する正常先債権及び要注意先債権に相当する債権については、主として今後１
年間の予想損失額又は今後３年間の予想損失額を見込んで計上しており、予想損
失額は、１年間又は３年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率の過去の一定期間
における平均値に基づき損失率を求め、これに将来見込み等必要な修正を加えて
算定しております。破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保
の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要
と認める額を引当てております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権
については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を
控除した残額を引当てております。
全ての債権は、資産の自己査定基準に基づき、各営業部店（営業関連部署）の

協力の下に審査管理部が資産査定を実施しており、その査定結果により上記の引
当てを行っております。

８．賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の
支給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上しております。

９．退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退
職給付債務に基づき、必要額を計上しております。
当組合は、複数事業主（信用組合等）により設立された企業年金制度（総合設

立型企業年金基金）に加入しており、当組合の拠出に対応する年金資産の額を合
理的に計算することができないため、当該企業年金制度への拠出額を退職給付費
用として処理しております。
なお、当該企業年金制度全体の直近の積立状況及び制度全体の拠出等に占める

当組合の割合並びにこれらに関する補足説明は次のとおりであります。
（１）制度全体の積立状況に関する事項（令和６年３月３１日）

年金資産の額 ２４９，４１６百万円
年金財政計算上の数理債務の額と
最低責任準備金の額との合計額 ２１１，０３３百万円

差引額 ３８，３８２百万円
（２）制度全体に占める当組合の掛金拠出割合（令和５年４月分～令和６年３月分）

０．１４７％
（３）補足説明

上記（１）の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高９，８９５百
万円及び別途積立金４８，２７８百万円であります。本制度における過去勤務債務の
償却方法は、期間２０年（残年数８年）の元利均等償却であり、当組合は当期の
計算書類上、特別掛金１百万円を費用処理しております。
なお、特別掛金の額は、あらかじめ定められた掛金率を掛金拠出時の標準給

与の額に乗じることで算定されるため、上記（２）の割合は当組合の実際の負担
割合とは一致しておりません。

１０．役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払に備えるため、役員に対す
る退職慰労金の支給見込額のうち、当事業年度末までに発生していると認められ
る額を計上しております。

１１．睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの
払戻請求に備えるため、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積もり必要と
認める額を計上しております。

１２．偶発損失引当金は、信用保証協会の責任共有制度に基づく負担金の将来におけ
る支出に備えるため、将来の負担金支出見込額を計上しております。

１３．収益の計上方法について、役務取引等収益は役務提供の対価として収受する収
益であり、内訳として「受入為替手数料」「その他の受入手数料」「その他の役務
取引等収益」があります。このうち、受入為替手数料は、為替業務から収受する
受入手数料であり、送金、代金取立等の内国為替業務に基づくものであります。
為替業務及びその他の役務取引等にかかる履行業務は、通常、対価の受領と同時
期に充足されるため、原則として、一時点で収益を認識しております。

１４．消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、有
形固定資産に係る控除対象外消費税は「その他の資産」に計上し５年間で均等償
却を行っております。

１５．会計上の見積りにより当事業年度に係る財務諸表にその額を計上した項目で

あって、翌事業年度に係る財務諸表に重要な影響を及ぼす可能性のあるものは、
次のとおりです。
貸倒引当金 ２８６百万円
貸倒引当金の算出方法は、重要な会計方針として７．に記載しております。
貸倒引当金の算定における主要な仮定は、債務者区分の判定における貸出先の

将来の業績見通しです。債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通しは、
各債務者の収益獲得能力を個別に評価し、設定しています。なお、貸出先の業績
変化等により、当初の見積りに用いた仮定が変化した場合は、翌事業年度に係る
計算書類等における貸倒引当金に重要な影響を及ぼす可能性があります。

１６．金融商品の状況に関する事項
（１）金融商品に対する取組方針

当組合は、預金業務、融資業務及び債券を主体とした有価証券による運用な
どの金融業務を行っております。
このため、金利変動による不利な影響が生じないように、資産及び負債の総

合的管理をしておりますが、そのためのデリバティブ取引は行っておりません。
（２）金融商品の内容及びそのリスク

当組合が保有する金融資産は、主として事業地区内のお客様に対する貸出金
です。
また、有価証券は、主に債券及び投資信託等であり、満期保有目的、純投資

目的及び事業推進目的で保有しております。
これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、市場価格の

変動リスクに晒されております。
一方、金融負債は主としてお客様からの預金であり、流動性リスクに晒され

ております。
（３）金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスクの管理

当組合は、貸出事務取扱規程及び信用リスクに関する管理諸規程に従い、
貸出金について、個別案件ごとの与信審査、与信限度額、信用情報管理、保
証や担保の設定、問題債権への対応など与信管理に関する体制を整備し運営
しております。
これらの与信管理は、各営業部店のほか審査管理部により行われ、また、

定期的に経営陣及び幹部職員による常勤会や理事会を開催し、審議・報告を
行っております。
さらに、与信管理の状況については、審査管理部がチェックしております。
有価証券の発行体の信用リスク及び仕組債のカウンターパーティーリスク

に関しては、業務部において、信用情報や時価の把握を定期的に行うことで
管理しております。

② 市場リスクの管理
（�）金利リスクの管理

当組合は、再評価方式によりパーセンタイル値を用いて金利リスク量の
計測を行い、金利の変動リスクを管理しております。
市場リスク管理規程において、リスク管理方法や手続等の詳細を明記し

ており、同管理規程に基づいたリスク管理を行うとともに、状況の把握・
確認、今後の対応等の協議を行っています。
日常的には業務部において金融資産及び負債の金利や期間を総合的に把

握し、ギャップ分析や金利感応度分析等によりモニタリングを行い、バン
キング勘定においては四半期ベース、債券のみでは月次ベースで常勤会に
報告しております。

（�）価格変動リスクの管理
有価証券を含む市場運用商品の保有については、年度の運用方針に基づ

き、理事会の監督の下、余裕資金運用規程及び有価証券運用規程に従い行
われております。
有価証券の購入に際しては、有価証券の種類、格付等に基づく投資限度

額をはじめ事前審査を行うとともに継続的なモニタリングを通じて、価格
変動リスクの軽減を図っております。
なお、価格変動の状況及び価格変動の及ぼす影響については、業務部を

通じ、常勤会及び理事会において定期的に報告されております。
（�）市場リスクに係る定量的情報

当組合において、主要なリスク変数である金利リスクの影響を受ける主
たる金融商品は、「預け金」、「有価証券」のうち債券、「貸出金」、「預金積
金」、「借用金」であります。
当組合では、これらの金融資産及び金融負債について、保有期間２４０日、

観測期間１年間で計測される９９パーセンタイル円金利変動幅を用いた経済
価値の変動額を市場リスク量として、金利の変動リスクの管理にあたって
定量分析を行なっております。
当該変動額の算出にあたっては、再評価法を用い、円金利が９９パーセン

タイル変動幅変化した時の時価総額を再計算し、変化前後の差額を当該リ
スク量としております。
令和７年３月３１日現在の当該リスク量は３１５百万円となります。
ただし、当該リスク量は金利以外のリスク変数が一定の場合を前提とし

ており、金利以外のリスク変数との相関を考慮しておりません。また、円
金利が９９パーセンタイル変動幅を超える変動が生じた場合には、算定額を
超える影響が生じる可能性があります。

③ 資金調達に係る流動性リスクの管理
当組合は、余裕資金の運用に際し、系統機関（全国信用協同組合連合会）

への預け金を中心に置いており、これにより資金調達を容易にすることで、
流動性リスクを管理しております。

（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合に

は合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては一
定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価
額が異なることもあります。
なお、一部の金融商品（預け金、貸出金及び預金積金等）については、簡便

な計算により算出した時価に代わる金額を含めて開示しております。
１７．金融商品の時価等に関する事項

令和７年３月３１日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次の
とおりであります。なお、市場価格のない株式等及び組合出資金は、次表には含
めておりません（注２）参照）。
また、重要性の乏しい科目については記載を省略しております。

－４２－



貸 借 対 照 表
計 上 額 時 価 差 額

（１）預け金(＊１）
（２）有価証券(＊３）

満期保有目的の債券
その他有価証券

（３）貸出金(＊１）
貸倒引当金(＊２）

６，６６３

１，４９５
３，４８４
１０，８１３
△ ２８６

６，５６８

１，３５８
３，４８４

△ ９５

△ １３７
－

１０，５２６ １０，５２６ ０

金融資産計 ２２，１７１ ２１，９３８ △ ２３２

（１）預金積金(＊１） ２１，７５０ ２１，７４９ △ １

金融負債計 ２１，７５０ ２１，７４９ △ １

(＊１）預け金、貸出金及び預金積金等の「時価」には、「簡便な計算により算出した時価に代わる
金額」を記載しております。

(＊２）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。
(＊３）有価証券には、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針３１号 令

和３年６月１７日）第２４－３項及び第２４－９項の基準価額を時価とみなす取扱いを適用した投資信
託が含まれております。

（注１）金融商品の時価等の算定方法
金融資産
（１）預け金

満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳
簿価額を時価としております。満期のある預け金については、市場金利で割り引く
ことで現在価値を算定し、当該現在価値を時価とみなしております。

（２）有価証券
株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引証券会社から提示された価格
によっております。投資信託は市場における取引価格が存在している場合は、当該
価格を時価としております。市場における取引価格が存在しない投資信託について
は、解約等に関して市場参加者からリスクの対価を求められるほどの重要な制限が
ない場合、基準価額を時価としており、当該重要な制限がある場合は基準価額を時
価とみなしております。自組合私募リートは、解約等に関して市場参加者からリス
クの対価を求められるほどの重要な制限がなく、基準価額を時価としております。
なお、保有目的区分ごとの有価証券に関する注記事項については１８～２２に記載し
ております。

（３）貸出金
貸出金は、以下の①～②の合計額から、貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個
別貸倒引当金を控除する方法により算定し、その算出結果を簡便な方法により算出
した時価に代わる金額として記載しております。
① ６か月以上延滞債権等、将来キャッシュ・フローの見積りが困難な債権につい
ては、その貸借対照表の貸出金勘定に計上している額（貸倒引当金控除前の額）。
② ①以外は、貸出金の種類ごとにキャッシュ・フローを作成し、元利金の合計額を
無リスク利子率（または市場金利）で割り引いた価額を時価とみなしております。

金融負債
（１）預金積金

要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿簿価）を時価と
みなしております。定期預金の時価は、一定の金額帯および期間帯ごとに将来キャッ
シュ・フローを作成し、元利金の合計額を一種類の無リスク利子率（または市場金
利）で割り引いた価額を時価とみなしております。

（注２）市場価格のない株式等及び組合出資金の貸借対照表計上額は次のとおりであり、
金融商品の時価情報には含まれておりません。

（単位：百万円）

区 分 貸借対照表計上額

非上場株式（＊１） ２２

全信組連出資金（＊２） １９６

その他出資金（＊２） ０

合 計 ２１８

(＊１）非上場株式及び全信組連出資金については市場価格がなく、企業会計基準適用指針第
１９号「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（令和２年３月３１日）第５項に基づき
時価開示の対象とはしておりません。

(＊２）その他出資金については、企業会計基準適用指針第３１号「時価の算定に関する会計基
準の適用指針」（令和３年６月１７日）第２４－１６項に基づき時価開示の対象とはしておりま
せん。

貸借対照表
計 上 額 時 価 差 額

社 債 ―百万円 ―百万円 ―百万円
そ の 他 ― ― ―

小 計 ― ― ―

貸借対照表
計 上 額 時 価 差 額

社 債 １００百万円 ９５百万円 △４百万円
そ の 他 １，３９５ １，２６２ △１３３

小 計 １，４９５ １，３５８ △１３７

合 計 １，４９５ １，３５８ △１３７

（注）時価は当事業年度末における市場価格等に基づいております。

貸借対照表
計 上 額 取得原価 差 額

債 券 ―百万円 ―百万円 ―百万円
国 債 ― ― ―
地 方 債 ― ― ―
社 債 ― ― ―
そ の 他 ２５７ ２５３ ４

小 計 ２５７ ２５３ ４

貸借対照表
計 上 額 取得原価 差 額

債 券 ２，６７３百万円 ２，９００百万円 △２２６百万円
国 債 ５８８ ７０１ △１１２
地 方 債 １９３ ２００ △ ６
社 債 １，８９１ １，９９９ △１０８
そ の 他 ５５３ ５７７ △ ２３

小 計 ３，２２７ ３，４７７ △２５０
合 計 ３，４８４ ３，７３０ △２４５

（注） 貸借対照表計上額は、当事業年度末における市場価格等に基づく時価によ
り、それぞれ計上したものであります。

１ 年 以 内 １ 年 超
５年以内

５ 年 超
１０年以内 １０ 年 超

債 券 ２９９百万円 ７７８百万円 ８５５百万円 ８４０百万円
国 債 － － １００ ４８８
地方債 － ９８ － ９５
社 債 ２９９ ６８０ ７５５ ２５６
そ の 他 － ７９３ ７６６ ３８９
合 計 ２９９ １，５７２ １，６２２ １，２２９

財務諸表
（単位：百万円）

１８．有価証券の時価、評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これらに
は、「国債」、「地方債」、「社債」、「その他の証券」が含まれております。以下２２
まで同様であります。
（１）売買目的有価証券に区分した有価証券はありません。
（２）満期保有目的の債券
【時価が貸借対照表計上額を超えるもの】

【時価が貸借対照表計上額を超えないもの】

（３）その他有価証券
【貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの】

【貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの】

（４）時価のある有価証券のうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく
下落しており、時価が取得原価まで回復する見込があると認められないものに
ついては、当該時価をもって貸借対照表価額とするとともに、当該差額を当事
業年度の損失として処理（以下「減損処理」という。）しております。当事業
年度においては、減損処理の対象となった有価証券はありませんでした。また、
時価が「著しく下落」と判断するための基準は、下落率が５０％以上である場合
のほか、下落率３０％以上５０％未満の場合において、当該格付が「BBB」相当未
満、債務超過状態、２期連続赤字のいずれかに該当する場合等であります。

１９．当期中に売却した満期保有目的の債券はありません。
２０．当期中に売却したその他有価証券はありません。
２１．当期中に保有目的を変更した債券はありません。
２２．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の期間毎の償還
予定額は次のとおりであります。

２３．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資
実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、
一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に
係る融資未実行残高は、２，８２０百万円であります。また、すべての契約が、原契
約期間が１年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なものであります。
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融

資未実行残高そのものが必ずしも当組合の将来のキャッシュ・フローに影響を与
えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保
全、その他相当の事由があるときは、当組合が実行申込みを受けた融資の拒絶又
は契約限度額の減額をすることができる旨の条件が付けられております。また、
契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後
も定期的に予め定めている当組合内手続きに基づき顧客の業況等を把握し、必要
に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。

２４．協同組合による金融事業に関する法律及び金融機能の再生のための緊急措置に
関する法律に基づく債権は次のとおりであります。なお、債権は、貸借対照表の
「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利息の支払の全部又は一部について
保証しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法
第２条第３項）によるものに限る。）、貸出金、外国為替、「その他資産」中の未
収利息及び仮払金並びに債務保証見返の各勘定に計上されるもの並びに注記され
ている有価証券の貸付けを行っている場合のその有価証券（使用貸借又は賃貸借
契約によるものに限る。）であります。
破産更生債権及びこれらに準ずる債権額 １６６百万円
危険債権額 ６３４百万円
三月以上延滞債権額 －百万円
貸出条件緩和債権額 １３３百万円
合計額 ９３５百万円
破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再

生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及
びこれらに準ずる債権であります。危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には
至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回
収及び利息の受取りができない可能性の高い債権で破産更生債権及びこれらに準
ずる債権に該当しないものであります。三月以上延滞債権とは、元本又は利息の
支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金で破産更生債権及びこ
れらに準ずる債権並びに危険債権に該当しないものであります。貸出条件緩和債
権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息
の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行っ
た貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権並びに三月以上延滞
債権に該当しないものであります。なお、債権額は、貸倒引当金控除前の金額で
あります。

２５．有形固定資産の減価償却累計額 ３７８百万円
２６．理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債権総額

１１百万円

－４３－



２７．理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債務総額
３３９百万円

２８．貸借対照表に計上した有形固定資産のほか、複合機等についてリース契約によ
り使用しています。

２９．手形割引により取得した銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形の額面金額は、
０百万円であります。

３０．担保に提供している資産は次のとおりであります。
担保提供している資産 預け金 ３００百万円

上記のほか、公金取扱い及び為替取引のために預け金５０３百万円を担保として
提供しております。

３１．出資１口当たりの純資産額は８９４円６９銭です。
３２．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別の内訳は、それぞれ以下のと
おりであります。

繰延税金資産
貸倒引当金損金算入限度額超過額 ７２
土地建物減損損失 ２８
減価償却費超過額 ９
役員退職慰労引当金繰入額 ２
退職給付引当金繰入額 ２
貸出金償却 ９３
繰越欠損金 ６９
その他 ４

繰延税金資産小計 ２８２
評価性引当額 △ ２８２
繰延税金資産合計 －
繰延税金負債
その他有価証券評価差額 －

繰延税金負債合計 －
繰延税金負債の純額 －百万円

●損益計算書
（単位：千円）

●法定監査の状況
当信用組合は、「協同組合による金融事業に関する法律」第５条の８第３項に規定する、「特定信用組合」に該当しておりますので、
「貸借対照表」「損益計算書」「剰余金処分計算書」等の計算書類につきましては、会計監査人である「太陽有限責任監査法人」の監査
を受けております。

●財務諸表の適正性及び内部監査の有効性
私は、当組合の令和６年４月１日から令和７年３月３１日までの第１０１期の事業年度における貸借対照表、損益計算書及び剰余金処分
計算書の適正性、及び同書類作成に係る内部監査の有効性を確認いたしました。

令和 ７ 年 ６ 月 ２０ 日

金沢中央信用組合 理事長 山 口 孝

損益計算書の注記事項
１．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。なお、以下の注記に
ついては、表示単位未満を切り捨てて表示しております。

２．出資１口あたりの当期純利益 ３６円８１銭
３．企業会計基準第２９号「収益認識に関する会計基準」（令和２年３月３１日）に基
づく顧客との契約から生じる収益の金額は、他の収益と区分表示しておりません。
役務取引等収益及びその他の業務収益に含まれる顧客との契約から生じる収益の
金額は２６，６４８千円であります。

４．収益を理解するための基礎となる情報は、貸借対照表の注記において、重要
な会計方針とあわせて注記しております。

●剰余金処分計算書
（単位：円）

科 目 令和５年度 令和６年度

そ の 他 経 常 費 用 １５４，３３４ ７３８
貸倒引当金繰入額 １５２，４８７ －
貸 出 金 償 却 － －
株 式 等 売 却 損 － －
その他の経常費用 １，８４６ ７３８

経 常 利 益 △ １３７，９６９ ２９，０８２
特 別 利 益 － －
固 定 資 産 処 分 益 － －
特 別 損 失 ０ ８
固 定 資 産 処 分 損 ０ ８
減 損 損 失 － －
税 引 前 当 期 純 利 益 △ １３７，９６９ ２９，０７４
法人税・住民税及び事業税 ２９６ ２９６
当 期 純 利 益 △ １３８，２６６ ２８，７７７
繰 越 金（ 当 期 首 残 高 ） ４０８，８２０ ２６２，６２３
当 期 未 処 分 剰 余 金 ２７０，５５４ ２９１，４０１

科 目 令和５年度 令和６年度

当 期 未 処 分 剰 余 金 ２７０，５５４，５１６ ２９１，４０１，１２０
剰 余 金 処 分 額 ７，９３１，３２３ ８，９３７，３８０
利 益 準 備 金 ２，０００，０００ ３，０００，０００
普通出資に対する配当金
（配 当 率）

３，５７１，３２３
(年１．００％）

３，５７７，３８０
(年１．００％）

優先出資に対する配当金
（配 当 率）

２，３６０，０００
(年０．５９％）

２，３６０，０００
(年０．５９％）

繰越金（当期末残高） ２６２，６２３，１９３ ２８２，４６３，７４０

科 目 令和５年度 令和６年度

経 常 収 益 ２７３，８５２ ３０５，２５４
資 金 運 用 収 益 ２３５，００３ ２４３，８８７
貸 出 金 利 息 １６４，５４８ １６９，０６７
預 け 金 利 息 １１，０６２ ２０，０６５
有価証券利息配当金 ４９，３６４ ４６，１１６
そ の他の受入利息 １０，０２７ ８，６３８

役 務 取 引 等 収 益 ２６，１７７ ２４，６３５
受 入 為 替 手 数 料 １２，２００ １０，６４７
そ の他の役務収益 １３，９７６ １３，９８７

そ の 他 業 務 収 益 １０，５３３ １３，４５３
国債等債券売却益 － －
国債等債券償還益 － ９
その他の業務収益 １０，５３３ １３，４４３

そ の 他 経 常 収 益 ２，１３７ ２３，２７８
貸倒引当金戻入益 － ７，３７８
償 却 債 権 取 立 益 ２，０８５ １，８８５
株 式 等 売 却 益 － －
その他の経常収益 ５１ １４，０１４

経 常 費 用 ４１１，８２１ ２７６，１７１
資 金 調 達 費 用 ２１０ ７，８８９
預 金 利 息 ３８３ ７，８１８
給付補てん備金繰入額 ９ ６３
借 用 金 利 息 △ １８２ ６
そ の他の支払利息 － －

役 務 取 引 等 費 用 １４，９７７ １４，７５７
支 払 為 替 手 数 料 ３，０９８ ３，０７０
そ の他の役務費用 １１，８７９ １１，６８６

そ の 他 業 務 費 用 １ １５６
国債等債券売却損 － －
国債等債券償還損 － １４５
国 債 等 債 権 償 却 － －
その他の業務費用 １ １０

経 費 ２４２，２９８ ２５２，６３０
人 件 費 １４９，１７６ １５２，０２７
物 件 費 ８２，７５９ ８９，７０４
税 金 １０，３６２ １０，８９９

－４４－



主要業務に関する指標

●資金運用勘定、調達勘定の平均残高等
（単位：千円、％）

●総資金利鞘等
（単位：％）

●総資産利益率
（単位：％）

●業務粗利益及び業務純利益等
（単位：千円）

区 分 令和５年度 令和６年度

資 金 運 用 利 回 り （ａ） １．０２ １．０７

資 金 調 達 原 価 率 （ｂ） １．０９ １．１９

総 資 金 利 鞘 （ａ－ｂ） △ ０．０７ △ ０．１２

（注） 資金運用利回り＝
資金運用収益

資金運用勘定計平均残高
×１００

資金調達原価率＝
資金調達費用－金銭の信託運用見合費用＋経費

資金調達勘定計平均残高
×１００

区 分 令和５年度 令和６年度

総 資 産 経 常 利 益 率 △ ０．５８ ０．１２

総 資 産 当 期 純 利 益 率 △ ０．５９ ０．１２

（注） 総資産経常（当期純）利益率＝
経常（当期純）利益

総資産平均残高（債務保証見返りを除く）
×１００

科 目 令和５年度 令和６年度

資 金 運 用 収 益 ２３５，００３ ２４３，８８７

資 金 調 達 費 用 ２１０ ７，８８９

資 金 運 用 収 支 ２３４，７９３ ２３５，９９８

役 務 取 引 等 収 益 ２６，１７７ ２４，６３５

役 務 取 引 等 費 用 １４，９７７ １４，７５７

役 務 取 引 等 収 支 １１，２００ ９，８７７

そ の 他 業 務 収 益 １０，５３３ １３，４５３

そ の 他 業 務 費 用 １ １５６

そ の 他 の 業 務 収 支 １０，５３２ １３，２９６

業 務 粗 利 益 ２５６，５２６ ２５９，１７３

業 務 粗 利 益 率 １．１１％ １．１３％

業 務 純 益 △ ５，０６２ ７，９２２

実 質 業 務 純 益 １６，７１７ ７，９２２

コ ア 業 務 純 益 １６，７１７ ８，０５８

コ ア 業 務 純 益
（投資信託解約損益を除く）

１６，７１７ ８，０５８

（注）１．業務粗利益率＝業務粗利益／資金運用勘定計平均残高×１００
２．業務純益＝業務収益－（業務費用－金銭の信託運用見合費用）
３．実質業務純益＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入額
４．コア業務純益＝実質業務純益－国債等債権損益

科 目 項 目 令和５年度 令和６年度

資 金 運 用 勘 定

平均残高 ２３，０６２，１１３ ２２，８９８，５５９

利 息 ２３５，００３ ２４３，８８７

利 回 １．０２ １．０７

う ち
貸 出 金

平均残高 １０，３２７，８６９ １０，５３１，６８６

利 息 １６４，５４８ １６９，０６７

利 回 １．５９ １．６１

う ち
預 け 金

平均残高 ６，９２３，７４５ ６，８０８，８８０

利 息 １１，０６２ ２０，０６５

利 回 ０．１５ ０．２９

う ち
有 価 証 券

平均残高 ５，６２１，４６６ ５，３６１，６９１

利 息 ４９，３６４ ４５，５７０

利 回 ０．８７ ０．８５

資 金 調 達 勘 定

平均残高 ２１，９４６，１２６ ２１，７８８，３９９

利 息 ２１０ ７，８８９

利 回 ０．００ ０．０４

う ち
預 金 積 金

平均残高 ２１，８４１，４８１ ２１，７８５，６５９

利 息 ３９２ ７，８８２

利 回 ０．００ ０．０４

う ち
譲 渡 性 預 金

平均残高 － －

利 息 － －

利 回 － －

う ち
借 用 金

平均残高 １０４，６４４ ２，７３９

利 息 △ １８２ ６

利 回 △ ０．１７ ０．２１

（注） 資金運用勘定は無利息預け金の平均残高（令和５年度７，２６７千円、令
和６年度６，７１４千円）を控除して表示しております。
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●預貸率及び預証率
（単位：％）

●役務取引の状況
（単位：千円）

●その他業務収支の内訳
（単位：千円）

●経費の内訳
（単位：千円）

●受取利息および支払利息の増減
（単位：千円）

科 目 令和５年度 令和６年度

そ の 他 業 務 収 益 １０，５３３ １３，４５３

国 債 等 債 券 売 却 益 － －

国 債 等 債 券 償 還 益 － ９

そ の 他 の 業 務 収 益 １０，５３３ １３，４４３

そ の 他 業 務 費 用 １ １５６

国 債 等 債 券 売 却 損 － －

国 債 等 債 券 償 還 損 － １４５

国 債 等 債 券 償 却 － －

そ の 他 の 業 務 費 用 １ １０

区 分 令和５年度 令和６年度

預 貸 率
期 末 ４７．８４ ４９．７１

期中平残 ４７．２８ ４８．３４

預 証 率
期 末 ２５．１０ ２３．００

期中平残 ２５．７３ ２４．６１

（注）１．預貸率＝
貸出金

預金積金＋譲渡性預金
×１００

２．預証率＝
有価証券

預金積金＋譲渡性預金
×１００

科 目 令和５年度 令和６年度

役 務 取 引 等 収 益 ２６，１７７ ２４，６３５

受 入 為 替 手 数 料 １２，２００ １０，６４７

そ の 他 の 受 入 手 数 料 １３，９１６ １３，９０２

その他の役務取引等収益 ５９ ８５

役 務 取 引 等 費 用 １４，９７７ １４，７５７

支 払 為 替 手 数 料 ３，０９８ ３，０７０

そ の 他 の 支 払 手 数 料 １，６６１ １，６９１

その他の役務取引等費用 １０，２１７ ９，９９５

項 目 令和５年度 令和６年度

人 件 費 １４９，１７６ １５２，０２７

報 酬 給 料 手 当 １２０，３４５ １２４，２６４

退 職 給 付 費 用 ７，８６６ ６，８９２

そ の 他 ２０，９６４ ２０，８７０

物 件 費 ８２，７５９ ８９，７０４

事 務 費 ４３，０１８ ４２，９７７

固 定 資 産 費 １６，６２０ １６，８１２

事 業 費 ６，０８０ １１，４９６

人 事 厚 生 費 ２，００２ １，７４６

預 金 保 険 料 ３，２５７ ３，３１６

そ の 他 １１，７７９ １３，３５５

税 金 １０，３６２ １０，８９９

経 費 合 計 ２４２，２９８ ２５２，６３０

項 目 令和５年度 令和６年度

受 取 利 息 の 増 減 △ ２２，１３６ ８，８８３

支 払 利 息 の 増 減 １，８１５ ７，６７８
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定期性預金
54.0%

流動性預金
45.7%

その他預金
0.3%

証書貸付
76.4%

手形貸付
6.3%

当座貸越
17.3% 割引手形

0.0%

預金に関する指標

●預金種目別平均残高
（単位：千円、％）

●預金者別預金残高
（単位：千円、％）

●職員１人当たりおよび１店舗当たりの預金残高
（単位：千円）

●定期預金種類別残高
（単位：千円）

貸出金等に関する指標

●貸出金種類別平均残高
（単位：千円、％）

●担保種類別貸出金残高及び債務保証見返額
（単位：千円、％）

種 目
令和５年度 令和６年度

金 額 構成比 金 額 構成比

流 動 性 預 金 ９，９６１，２１５ ４５．６ ９，９５１，３３５ ４５．７

定 期 性 預 金 １１，８１８，７７０ ５４．１ １１，７６２，０１５ ５４．０

譲 渡 性 預 金 － － － －

そ の 他 の 預 金 ６１，４９６ ０．３ ７２，３０７ ０．３

合 計 ２１，８４１，４８１ １００．０ ２１，７８５，６５９ １００．０

種 目
令和５年度末 令和６年度末

金 額 構成比 金 額 構成比

個 人 １２，４４３，４６２ ５７．８ １２，５９４，７０４ ５７．９

法 人 ９，０９３，７８８ ４２．２ ９，１５５，８９０ ４２．１

一 般 法 人 ９，０８８，８２７ ４２．２ ９，１５５，３５１ ４２．１

公 金 ２，５２０ ０．０ ３７６ ０．０

金 融 機 関 ２，４４０ ０．０ １６３ ０．０

合 計 ２１，５３７，２５１ １００．０ ２１，７５０，５９５ １００．０

区 分 令和５年度末 令和６年度末

職員 １ 人当たりの預金残高 ８２８，３５５ ８３６，５６１

１店舗当たりの預金残高 ７，１７９，０８３ ７，２５０，１９８

区 分 令和５年度末 令和６年度末

固 定 金 利 定 期 預 金 １０，９０７，９９５ １１，０７１，０８９

変 動 金 利 定 期 預 金 － －

そ の 他 の 定 期 預 金 ４８，５５９ ４６，５９０

合 計 １０，９５６，５５５ １１，１１７，６８０

区 分 金 額 構成比 債務保証見返額

当組合預金積金
令和５年度末 ２４２，０１１ ２．４ ５６，９８０

令和６年度末 ２４６，７４９ ２．３ ５６，９８０

有 価 証 券
令和５年度末 － － －

令和６年度末 － － －

動 産
令和５年度末 － － －

令和６年度末 － － －

不 動 産
令和５年度末 ５，３６１，３８４ ５２．０ －

令和６年度末 ６，０８３，１１７ ５６．３ －

そ の 他
令和５年度末 － － －

令和６年度末 － － －

小 計
令和５年度末 ５，６０３，３９６ ５４．４ ５６，９８０

令和６年度末 ６，３２９，８６７ ５８．５ ５６，９８０

信用保証協会・
信用保険

令和５年度末 １，９８４，６４３ １９．３ －

令和６年度末 ２，００４，１２３ １８．５ －

保 証
令和５年度末 ２３０，２５２ ２．２ －

令和６年度末 １９３，３１４ １．８ －

信 用
令和５年度末 ２，４８５，６４１ ２４．１ １１４，５４４

令和６年度末 ２，２８６，５３７ ２１．１ ９１，０７５

合 計
令和５年度末 １０，３０３，９３３ １００．０ １７１，５２４

令和６年度末 １０，８１３，８４２ １００．０ １４８，０５５

科 目
令和５年度 令和６年度

金 額 構成比 金 額 構成比

割 引 手 形 ５５１ ０．０ ９７０ ０．０

手 形 貸 付 ７０７，９４２ ６．９ ６６２，３０１ ６．３

証 書 貸 付 ７，７８０，６５７ ７５．３ ８，０５１，２５６ ７６．４

当 座 貸 越 １，８３８，７１７ １７．８ １，８１７，１５８ １７．３

合 計 １０，３２７，８６９ １００．０ １０，５３１，６８６ １００．０

－４７－



卸売・小売業
30.6%

個人
20.3%

不動産業
22.9%

製造業
4.4%

飲食業
11.6%

その他のサービス
4.3%

建設業
1.3%

運輸業、郵便業
1.9%

その他
2.7%

●貸出金金利区分別残高
（単位：千円）

●貸出金業種別残高・構成比
（単位：千円、％）

●貸出金使途別残高
（単位：千円、％）

●消費者ローン・住宅ローン残高
（単位：千円、％）

●職員１人当たりおよび１店舗当たりの貸出残高
（単位：千円）

●代理貸付残高の内訳
（単位：千円）

区 分 令和５年度末 令和６年度末

固 定 金 利 貸 出 ４，７０３，１３０ ４，６１０，８１４

変 動 金 利 貸 出 ５，６００，８０３ ６，２０３，０２８

合 計 １０，３０３，９３３ １０，８１３，８４２

業 種 別
令和５年度末 令和６年度末

金 額 構成比 金 額 構成比

製 造 業 ４３７，５８０ ４．２ ４７９，１８２ ４．４

農 業 、 林 業 ３，０８７ ０．０ ２，３７９ ０．０

漁 業 － － － －

鉱業、採石業、砂利採取業 － － － －

建 設 業 ２１０，１８２ ２．０ １４４，６２０ １．３

電気・ガス・熱供給・水道業 － － － －

情 報 通 信 業 － － － －

運 輸 業 、 郵 便 業 ３１８，１４９ ３．１ ２０８，８０５ １．９

卸 売 業 、 小 売 業 ３，３６３，２４１ ３２．６ ３，３０８，２８６ ３０．６

金 融 業 、 保 険 業 ６０，０００ ０．６ － ０．０

不 動 産 業 １，８５０，０６８ １８．０ ２，４７９，２１４ ２２．９

物 品 賃 貸 業 ５，０００ ０．０ ６，７９９ ０．１

学術研究、専門・技術サービス業 １１４，２４８ １．１ １３２，２４９ １．２

宿 泊 業 １１１，３１８ １．１ ７６，６９５ ０．７

飲 食 業 １，１３２，８１４ １１．０ １，２５７，７８３ １１．６

生活関連サービス業、娯楽業 ７３，７９６ ０．７ ６３，２０１ ０．６

教育、学習支援業 － － － －

医 療 、 福 祉 － － － －

その他のサービス ３９２，３６１ ３．８ ４６０，６３９ ４．３

そ の 他 の 産 業 － － － －

小 計 ８，０７１，８５０ ７８．３ ８，６１９，８５６ ７９．７

国・地方公共団体等 － － － －

個人（住宅・消費・納税資金等） ２，２３２，０８３ ２１．７ ２，１９３，９８６ ２０．３

合 計 １０，３０３，９３３ １００．０ １０，８１３，８４２ １００．０

（注） 業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

区 分
令和５年度末 令和６年度末

金 額 構成比 金 額 構成比

運 転 資 金 ５，２８４，２６７ ５１．３ ５，２７６，９５８ ４８．８

設 備 資 金 ５，０１９，６６６ ４８．７ ５，５３６，８８３ ５１．２

合 計 １０，３０３，９３３ １００．０ １０，８１３，８４２ １００．０

区 分
令和５年度末 令和６年度末

金 額 構成比 金 額 構成比

消 費 者 ロ ー ン ２６４，５８７ １７．２ ２２５，４２５ １４．８

住 宅 ロ ー ン １，２７４，２０８ ８２．８ １，２９２，９４６ ８５．２

合 計 １，５３８，７９５ １００．０ １，５１８，３７１ １００．０

区 分 令和５年度末 令和６年度末

職員 １人当たりの貸出残高 ３９６，３０５ ４１５，９１７

１ 店舗当たりの貸出残高 ３，４３４，６４４ ３，６０４，６１４

区 分 令和５年度末 令和６年度末

全国信用協同組合連合会 １１４，５４４ ９１，０７５

商 工 組 合 中 央 金 庫 － －

日 本 政 策 金 融 公 庫 － －

住 宅 金 融 支 援 機 構 ８５，２４０ ７８，８９８

福 祉 医 療 機 構 １６，０２１ １５，４０５

中 小 企 業 基 盤 整 備 機 構 － －

合 計 ２１５，８０６ １８５，３７９

－４８－



有価証券に関する指標

●有価証券種類別平均残高
（単位：千円、％）

●有価証券種類別残存期間別残高
（単位：千円）

その他の業務

●内国為替取扱実績
（単位：千円）

●有価証券、金銭の信託の取得価格または契約価格、時価及び評価損益
（単位：千円）

項 目 令和５年度末 令和６年度末

有価証券

取 得 価 格 ５，５２０，９４２ ５，２４８，８２２

時 価 ５，３２３，２２１ ４，８６５，６７７

評 価 損 益 △ １９７，７２１ △ ３８３，１４４

（注）１．時価は、期末日における市場価格等に基づいております。
なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものについ
ては、帳簿価格で表示しております。

２．「金銭の信託」及び「デリバティブ等商品」は該当がないため掲
載しておりません。

区 分
令和５年度 令和６年度

金 額 構成比 金 額 構成比

国 債 ７０１，１１８ １２，５ ７００，８５８ １３．１

地 方 債 ２００，０１３ ３．６ １９９，９８３ ３．７

短 期 社 債 － － － －

社 債 ２，５８３，０９９ ４６．０ ２，２９８，３７６ ４２．９

株 式 ２２，３００ ０．４ ２２，３００ ０．４

外 国 証 券 １，９８８，７６０ ３５．４ １，９２９，２０１ ３６．０

そ の 他 の 証 券 １２６，１７４ ２．１ ２１０，９７１ ３．９

合 計 ５，６２１，４６６ １００．０ ５，３６１，６９１ １００．０

（注） 当組合は、商品有価証券を保有しておりません。

区 分 期間の定め
のないもの １年以内 １年超

３年以内
３年超
５年以内

５年超
７年以内

７年超
１０年以内 １０年超 合 計

国 債
令和５年度末 － － － － － － ６４３，８２０ ６４３，８２０

令和６年度末 － － － － － １００，７４０ ４８８，１２０ ５８８，８６０

地 方 債
令和５年度末 － － － － １０２，４２０ － １０２，６１０ ２０５，０３０

令和６年度末 － － － ９８，６００ － － ９５，３５０ １９３，９５０

短 期 社 債
令和５年度末 － － － － － － － －

令和６年度末 － － － － － － － －

社 債
令和５年度末 － ４００，３００ ５９８，５８０ － ４８８，９４０ ６８２，３３０ ２７６，７４０ ２，４４６，８９０

令和６年度末 － ２９９，４３０ ２９６，２２０ ３８３，８００ ９４，６７０ ６６０，３４０ ２５６，５８０ １，９９１，０４０

株 式
令和５年度末 ２２，３００ － － － － － － ２２，３００

令和６年度末 ２２，３００ － － － － － － ２２，３００

外 国 証 券
令和５年度末 － － １００，０００ ３９８，９９０ ４００，０００ ５６５，４０５ ４９６，８０８ １，９６１，２０３

令和６年度末 － － ９７，７７０ ６９５，７６０ － ７６６，６６９ ３８９，４４４ １，９４９，６４３

その他の証券
令和５年度末 １２８，２２９ － － － － － － １２８，２２９

令和６年度末 ２５７，３２９ － － － － － － ２５７，３２９

合 計
令和５年度末 １５０，５２９ ４００，３００ ６９８，５８０ ３９８，９９０ ９９１，３６０ １，２４７，７３５ １，５１９，９７８ ５，４０７，４７３

令和６年度末 ２７９，６２９ ２９９，４３０ ３９３，９９０ １，１７８，１６０ ９４，６７０ １，５２７，７４９ １，２２９，４９４ ５，００３，１２３

（注） 上場・非上場すべての有価証券を対象としております。外国証券は、すべて円建ての債券です。

区 分
令和５年度 令和６年度

件 数 金 額 件 数 金 額

送金・振込
他の金融機関向け ２７，７３８ ３６，５２０，２４３ ２６，５９４ ３３，２３７，８３２

他の金融機関から １２，４８７ ２１，４３６，８３５ １２，３４４ １９，８６６，０１６

代金取立
他の金融機関向け － － － －

他の金融機関から － － － －

－４９－



開 示 項 目 一 覧

各開示項目は、下記のページに記載しております。なお、＊印は、「協金法第６条で準用する銀行法第２１条」「金融再生法」で規定されております法定開示
項目です。

■ごあいさつ ２

【概況・組織】
１．事業方針 ３

２．事業の組織＊ ３２

３．役員一覧（理事及び監事の氏名・役職名）＊ ３２

４．会計監査人の氏名又は名称＊ ３２

５．店舗一覧（事務所の名称・所在地）＊ ３３

６．自動機器設置状況 ３３

７．地区一覧 ３４

８．組合員数 ５

９．子会社の状況 該当なし

【主要事業内容】
１０．主要な事業の内容＊ ３７～３８

１１．信用組合の代理業者＊ 取扱いなし

【業務に関する事項】
１２．事業の概況＊ ５

１３．経常収益＊ ５

１４．経常利益（損失）＊ ５

１５．当期純利益（損失）＊ ５

１６．出資総額、出資総口数＊ ５

１７．純資産額＊ ５

１８．総資産額＊ ５

１９．預金積金残高＊ ５

２０．貸出金残高＊ ５

２１．有価証券残高＊ ５

２２．単体自己資本比率＊ ５

２３．出資配当金＊ ５

２４．職員数＊ ５

【主要業務に関する指標】
２５．業務粗利益及び業務純益等＊ ４５

２６．資金運用収支、役務取引等収支及びその他業務収支＊ ４５

２７．資金運用勘定・資金調達勘定の平均残高、利息、利回り、資金利鞘＊ ４５

２８．受取利息、支払利息の増減＊ ４６

２９．役務取引の状況 ４６

３０．その他業務収支の内訳 ４６

３１．経費の内訳 ４６

３２．総資産経常利益率＊ ４５

３３．総資産当期純利益率＊ ４５

【預金に関する指標】
３４．預金種目別平均残高＊ ４７

３５．預金者別預金残高 ４７

３６．財形貯蓄残高 取扱いなし

３７．職員１人当たり預金残高 ４７

３８．１店舗当たり預金残高 ４７

３９．定期預金種類別残高＊ ４７

【貸出金等に関する指標】
４０．貸出金種類別平均残高＊ ４７

４１．担保種類別貸出金残高及び債務保証見返額＊ ４７

４２．貸出金金利区分別残高＊ ４８

４３．貸出金使途別残高＊ ４８

４４．貸出金業種別残高・構成比＊ ４８

４５．預貸率（期末・期中平均）＊ ４６

４６．消費者ローン・住宅ローン残高 ４８

４７．代理貸付残高の内訳 ４８

４８．職員１人当たり貸出金残高 ４８

４９．１店舗当たり貸出金残高 ４８

【有価証券に関する指標】
５０．商品有価証券の種類別平均残高＊ 取扱いなし

５１．有価証券の種類別平均残高＊ ４９

５２．有価証券種類別残存期間別残高＊ ４９

５３．預証率（期末・期中平均）＊ ４６

【経営管理体制に関する事項】
５４．法令遵守体制＊ ３

５５．マネー・ローンダリング及びテロ資金供与対策に係る基本方針 ４

５６．リスク管理体制＊

資 料 編

（バーゼル�に関する事項を含む） ９～１９

５７．苦情処理措置及び紛争解決措置の内容＊ ２７～２８

【財産の状況】
５８．貸借対照表、損益計算書、剰余金処分（損失金処理）計算書＊ ４１～４４

５９．協金法開示債権（リスク管理債権）

及び金融再生法開示債権の保全・引当状況＊ ２０

６０．自己資本充実状況（自己資本比率明細）＊

（バーゼル�に関する事項を含む） ９～１０

６１．有価証券、金銭の信託等の評価＊ ４９

６２．外貨建資産残高 取扱いなし

６３．オフバランス取引の状況 取扱いなし

６４．先物取引の時価情報 取扱いなし

６５．オプション取引の時価情報 取扱いなし

６６．貸倒引当金（期末残高・期中増減額）＊ １４

６７．貸出金償却の額＊ １４

６８．財務諸表の適正性及び内部監査の有効性について ４４

６９．会計監査人による監査＊ ４４

【その他の業務】
７０．内国為替取扱実績 ４９

７１．外国為替取扱実績 取扱いなし

７２．公共債窓販実績 取扱いなし

７３．公共債引受額 取扱いなし

７４．手数料一覧 ３９

【その他】
７５．当組合の考え方 １

７６．沿革・歩み ３４

７７．総代会について ２９～３０

７８．役員等の報酬体系 ３１

〈地域貢献に関する事項〉
７９．地域・社会貢献活動の取組み ２１～２６

８０．地域密着型金融の取組み ２２～２６

８１．中小企業の経営の改善及び地域活性化のための取組み＊ ２１、２２、２６

８２．「経営者保証に関するガイドライン」への対応について ２６
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